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概 要 
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参 加 資 格 

 

 

 

そ の 他 

大阪市東住吉区長居公園 1-23 

大阪市立自然史博物館 

（電話）06－6697-6221 

 

本工事は自然史博物館講堂の空気調和機及び新館の雑用水自

動給水装置を更新するものである。 

 

・本工事は、本設計書及び設計図面に基づくほか、国土交通省大

臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書 最新版」、

「公共建築改修工事標準仕様書 最新版」、及び国土交通省大

臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準図 最新版」に基づ

いて施工しなければならない。 

 

・本契約において、工事を下請負に付する場合には、下請け人が

大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく競争入札参加停止

期間中でないこと。 

 

給排水衛生冷暖房工事の総合評定値 700 点以上 

※ 確認書類は大阪市電子入札システムで確認画面を印刷し提

出とする。 

 

契約にあたって、大阪市より地方独立行政法人大阪市博物館機

構施設整備費補助金交付決定がされ、事業費の確保ができるま

で契約の締結は行わない。 
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仕 様 書 

 

１． 工事内容 

自然史博物館本館地下機械室に設置の空気調和機及び新館の雑用水自動給水装置を

更新する。(図面参照) 

また、設置機器の設計用水平震度は上層階・屋上及び塔屋は 2.0、中間階は 1.5、1階

及び地階は 1.0 とする。 

 

２．作業日時等 

(1)作業時間は原則として午前 9時～午後 5時 30 分（施設退出時間）までとする。 

(2)工事時期については休館日による施工とし、担当者と協議のうえ工期までに行うこ

と。 

(3)講堂系統空気調和機更新に伴う空気調和機停止期間は 45 日を上限とし、機器納入時

期確定後に施設管理者と協議の上、工事時期を決定すること。 

 

３．一般事項 

(1) 提出書類等         

 次の事項について、あらかじめ発注者側と打合せ、必要書類を提出すること。 

なお、着手届、工事工程表、現場代理人・主任技術者届には社印を押印すること。 

① 工事着手届 ・・・ ３部 

② 工事工程表 ・・・ ５部  

③ 製作図、施工図 ・・・ ３部 

④ 現場代理人・主任技術者届 ・・・ ３部 

⑤ 使用機器材承認願 ・・・ ３部 

⑥ 作業責任体制、緊急連絡系統、事故発生時の状況と対応の報告書 ・・・ ３部 

⑦ 請負代金内訳書 ・・・ ３部       

⑧ その他、法的に定められた提出書類 ・・・ ３部  

(2) 現場工事 

① 工事従事者 

現場代理人は、常に現場の責任体制を明確にさせておくとともに、工事中は現場

代理人または主任技術者が現場に立ち会うものとする。また、工事に従事する要員

は、十分な経験と技能を有するものとし、名札、腕章等身分の分かるものを着用す

ること。 

② 工程打合せ 

工事を実施する場合は、事前に定期に工程打合せを行うこと。打合せ議事録は要

約して、速やかに提出すること。また、工事の進捗状況を、書面で報告すること。 

③ 法令等の遵守 

建設リサイクル法、大気汚染防止法、労働安全衛生法など関係法令を遵守して施

工すること。 

④ 官公庁その他手続き 
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請負者は、施工に関して、法令等による官公庁その他手続きを行うこと。 

なお、必要な事項は、発注者側担当者と打合せの上処理し、結果を速やかに報告

すること。 

⑤ 損傷補償等 

工事はすべて請負業者の責任施工とし損傷補償は次による。 

ａ．工事施工にあたり、既存建物に損傷を与えたり、当施設敷地外の土地を踏み荒

らしたり道路に損傷を与えるなど第三者に与えた損傷に対する保証は請負者の負

担とする。 

ｂ．機器材料の運搬、その他施工にあたり、既存建物および設備等に損傷を与えな

いよう注意し、万一破損した場合は発注者側担当者の指示に従い、無償で速やか

に原形に修復する。 

ｃ．工事において、既存建物のはつり、孔あけなどを行う場合は、事前に打ち合わ

せを行い、防災上、構造上問題なく施工するとともに、発注者の業務に支障のな

いよう実施して、体裁よく修復する。 

⑥ 撤去材の処理 

本工事で発生した撤去材は、請負者の責任で場外搬出処分する。 

⑦ 工事用電力・水その他 

ａ．本工事に必要な工事用電力、水等の費用は当館の既設電力・水道の使用を認め

るものとする。但し、その受給に必要な設備は請負者負担とする。 

ｂ．工事用の仮設電源を使用する場合、工事責任者は使用する電動工具等の機器類

の安全性を確認した後、漏電遮断器付コードリール等を中継して使用する。 

(3) 工事終了後の処理 

請負者は、工事終了後、次の処理を行う。 

① 請負者により行った官公庁、その他の手続きの処理を速やかに完了し、発注者側

担当者に報告する。 

② 工事用設備・器具などは、工事終了時と同時に速やかに現場から搬出して、その

現場をもとの状態に復旧し、十分な清掃を行うこと。 

(4) 工事完成図書 

  工事竣工検査完了後、下記書類を提出する。 

① 完成図書（竣工図、施工図など） ・・・ ３部 

② 完成図 CAD データ（JW-CAD 及び DXF形式、ウイルスチェックの上） 

 ・・・ ＣＤ２枚 

③ 納入機器仕様書 ・・・ ３部 

④ 機器製作図・カタログ・取扱説明書 ・・・ ３部 

⑤ 試験成績書（必要により提出） ・・・ ３部 

⑥ 工事写真（施工前、施工途中、施工後） ・・・ ３部 

⑦ 官公庁届出書類など、保存を必要とするもの ・・・ ３部 

⑧ 工事完成届 ・・・ ２部 

⑨ 上記書類のＰＤＦデータ（ウイルスチェックの上） ・・・ ＣＤ２枚 

⑩ 完成工事費内訳明細書 ・・・ ３部 
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(5) 注意事項 

① 作業方法等 

ａ．工事の実施にあたっては、発注者側担当者に事前に調整を行うこと。 

ｂ．工事車両の進入及び工事に際し施設利用者等の安全について充分に注意するこ

と。なお、工事車両駐車場及び資材置き場等については、事前に担当者と協議の

うえ決定し、使用後は原状に復旧すること。 

ｃ．入館にあたっては、当館の規則に従い、必要書類を事前に発注者側担当者に提

出する。また、作業日毎に作業の内容を伝え、作業終了時には報告を行うこと。 

ｄ．作業の進め方については、本施設の中央監視室との調整が必要な場合があるた

め、発注者側担当者に事前に確認し、関係各所への周知と了解のもと実施する。 

ｅ．電源切替等により停電を伴う作業等が必要な場合は、施設の運営に影響が出な

いよう十分検討したうえで、事前に発注者側担当者に説明し了解のもと実施する。 

ｆ．主要な建具・機器・配線等は、メンテナンスを考慮した作業スペースの確保や、

配線では要所に線名札を設置する。 

また、配管・配線、その他の工事において、防火区画貫通部の施工がある場合

は、関係法令に適合したもので、貫通部に適合するよう施工すること。 

ｇ．施工時は、既存施設、設置物等に作業範囲毎に適切な養生を行い、汚れや損傷

がないよう注意する。 

ｈ．施工終了時は、跡施工状態を確認するとともに、工事現場の後片付け、清掃を

行う。 

ｉ．業務の実施に伴い発生した産業廃棄物等は、積み込みから最終処分までを産業

廃棄物処理業者に委託し、マニフェスト交付を経て適正に処理すること。 

② 安全対策等 

ａ．作業にあたり、当該建物、設備はもとより、第三者に危害、損害または妨害を

与えないよう十分留意すること。 

ｂ．作業期間中は、毎日作業前に危険予知や危機管理に関する確認作業、作業内容

や手順の確認、作業員の健康状態の確認、服装点検、危険個所等の確認を行い、

安全の確保に努めること。労働安全衛生法など関係法令に基づき、以下のような

必要な措置をとること。 

・ 安全教育、安全巡視等 

・ 現場ＫＹ活動 

・ 安全帯（高所作業時）など安全用具の装備 

・ 工事中であること及び工事場所への立ち入り禁止など、注意事項を明示する。 

・ 地震時の機材転倒防止や電源工事の感電防止など、災害・電気事故防止対策

等を確実に行うこと。 

ｃ．作業に使用する工具、仮設材は、事前に点検し安全を確かめて使用すること。

また、常に点検整備に務め、目的に合った使用を行うこと。 

ｄ．工事期間中に搬入した資材等は、安全な場所に整理した状態で仮置きすること。 

なお、搬入・搬出方法、保管場所については、発注者側担当者及び関係者と協議

して決定する。 
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ｅ．作業者は、定められた区域以外には無断で立ち入りせず、工事に関して立ち入

る必要がある場合は発注者側担当者及び施設管理者に連絡し、その指示のもとで

行動すること。また、工事エリアは、部外者（一般職員、来館者等）が不用意に

近づけないよう防護措置を施すこと。 

ｆ．館内及び敷地内は、禁煙とする。 

ｇ．所定時間外に作業を行う場合は、発注者側担当者に事前に連絡し、許可を受け

たうえで行うこと。 

ｈ．作業責任者がやむを得ず現場を離れる場合は、その理由を発注者側担当者に連

絡して了承を得るとともに、作業責任者が指名した者が代行すること。 

ｉ．危険物（塗料など）は、事前に発注者側担当者及び関係者と打合せを行い、施

設内には当日作業に必要な最低限の量を持ち込み作業終了後は館外へ搬出するな

ど、施設内の安全確保を徹底して、法的に定められた使用及び管理を行うこと。 

ｊ．作業等に際しては、原則として火気は使用しない。やむを得ず火気を使用する

場合は、あらかじめ施設管理者の承諾を得るものとし、その取扱いに際しては十

分注意するとともに、作業後の火気点検、施錠確認を徹底すること。 

ｋ．作業者は、作業に適した服装、作業靴を着用して作業すること。   

ｌ．工事に関して、部外者（一般職員、来館者）など第三者から問い合わせや苦情

があった場合は、直ちに誠意をもって対応するとともに担当者に報告すること。 

 (6) 記載のない事項 

仕様書、設計図面等に記載のない事項については、発注者側担当者に確認するとと

もに、その指示を受け承認を得たうえで実施すること。 

(7) 軽微な変更 

 工事実施にあたって、軽微な事項については、工事達成に支障なく、また、他の工

作物に支障を生じない限り、発注者側担当者の指示又は確認を得た後に行うことがで

きるものとする。この場合契約金額の変更はしない。 

 (8) 他工事業者との協力 

他業者の請負工事と本請負工事の工事期間が重複する場合においては、それぞれの

工事の妨げとならないように相互に工事上の配慮・協力を行うこと。 

 

４．連 絡 先 

大阪市中央区大手前４－１－３２ 

地方独立行政法人 大阪市博物館機構 

 事務局（施設管理課） 

TEL：０６－６９４０－４３０１

FAX：０６－６９４０－４４７１ 
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(3)

騒音振動規制

敷地境界線における騒音規制値は以下による。

昼間（ 　 ）dB(A) 朝夕（ 　 ）dB(A) 夜間（ 　

水防レベル

なし

必要構造性能概要書による

垂直積雪量

GL +（ ）mm

クリアランス

雪下ろしの必要の有無 あり（最大許容積雪量

積雪荷重

積雪荷重

（cm））

1HM-12-0UB-1 A1

特記

表4-8-1　外気条件

設計用温湿度条件

特記仕様書　１
大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

担当

スプリング防振 ゴム防振 ゴムパッド

遮音対策
配管

 対象範囲

 ＮＣ－３５以下の室

遮音対策･防振支持を行う範囲は下記とする。

ＮＣ－４０

設計目標騒音地 室　　名

）dB(A)

NC-20の室の対策は図示による。

0.5mm

ＮＣ－３５

0.3mm　） 遮音シート

防振支持は

設備機器および設備部材の固定支持

設備機器および設備部材の固定や支持等は、すべて「国土交通省国土技術政策総合研究所

・独立行政法人建築研究所監修の建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」により行う。

特定の施設 一般の施設

表4-2-2　各階の応答加速度値Ｇｆ（cm/s
2
）

重要機器

ダクト（ AHU系統ダクト ケーブルラック（

局部震度法による設計用鉛直震度ＫＶを用いる。

表4-8-2　室内条件

遮音対策は 鉛ｼｰﾄ・ﾃｰﾌﾟ貼（ 1.0mm

耐震クラス（Ｓ･Ａ･Ｂ）の定義は「国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法

建築物の時刻歴応答解析が行われている場合の地震力

表4-2-1　設計用標準水平震度ＫＳ

設計用温湿度条件は下表4-8-1および下表4-8-2による。

ただし、免震構造の建築物の設計用鉛直震度が特に解析されていない場合には

表4-7　設計騒音目標値

 ＮＣ－３５以下の室

ダクト

ＮＣ－３０

2.0

を用いて計算する。

設計用水平地震力ＦＨ（設計用鉛直地震力ＦＶ）は、「建築設備耐震設計・施工指針2014年版 防振架台の場合はダブルナットとする。

上層階・中間階の定義は次による。

構造躯体の層間変形角

表4-4　中地震動時および大地震動時の層間変形角

下表4-4による。

必要構造性能概要書による。

（N/㎡） あり なし多雪地域指定の有無

２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。中間階とは地下階,１階を除く各階で

上層階に該当しないもの （平屋建の場合は無し）

水槽類

防振支持の機器

上記以外の機器

中間階

1.0

水槽類

1.5

熱源機器

危険物貯蔵装置

防災設備

火を使用する設備

監視制御設備

Ｘ方向

重要機器は次のものを示す。

給水装置 排水装置 換気機器

4.建物条件

階高

建物のそれぞれの階の階高は下表4-1による。

建物のそれぞれの階の階高は図示による。

表4-1　階高リスト

地震力

・【置換】：標仕に規定されている一部もしくはすべてを置き換えて適用することを示す。

項目は、番号に　●印の付いたものを適用する。○印のついたものは適用しない。

特記事項に記載の項目番号（章、節、項番）は、標仕の当該項目、当該図又は

3.特記仕様

本特記仕様書の項目、特記事項欄に記載のある【追加】、【追記】、【置換】は次による。

・【追加】：標仕に定めのない、本工事において追加した項目を示す。

・【追記】：標仕に規定されている章・節・項に、規定を追加し適用することを示す。

航空法

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）

労働安全衛生法

住宅品質確保法

その他本工事に関わる関連法規及び規格

振動規制法

悪臭防止法

大気汚染防止法

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）

建築物環境計画書制度

建築物環境配慮制度（CASBEE）

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管法）

建築工事に係る資材の再資源化等に関する法律

衛生器具設備

給水設備

排水設備

給湯設備

ガス設備

さく井設備

消火設備

厨房設備

： N.S

管理番号

空気調和設備

特殊空調設備

換気設備

排煙設備

自動制御設備

中央監視設備

年月日

工事名 図面名

縮尺

2022年2月A3 ： N.S

特－01 機械

‐℃℃

％

℃ ℃

湿度（ＲＨ）

％

図面番号 区分

℃

‐％

‐％湿度（ＲＨ）

％

温度（ＤＢ）

温度（ＤＢ）

％

％

大地震動時 冬期

50%

空調機器

％ ％

％

指針本文2.3節」に基づき下表4-2-2による各階の応答加速度値Ｇｆ（cm/s2）

人建築研究所監修の建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」による。

中間期

Ｘ方向 ‐℃Ｙ方向
備考

中地震動時

外気
49.2%

積雪の単位荷重

各室の許容騒音値は、下表4-7の値（目標値）以下とする。

以下による

ＮＣ－２０1.0

1.5

講堂系統

湿度（ＲＨ）

湿度（ＲＨ）

温度（ＤＢ）

防振支持
配管  ＮＣ－３５以下の室

ダクト

‐℃

免震構造変位量

免震層最大変位

ＮＣ－２５

（cm）

 上層階②（　～　）

 中間階①（　～　）

夏期

 ＮＣ－３５以下の室

1階

 中間階②（　～　）

‐％湿度（ＲＨ）

階 Ｙ方向

℃

湿度（ＲＨ）

温度（ＤＢ）

℃ ‐℃

1.8℃35.7℃

項目

（Ｎ/cm/㎡）

水位の指定なし 設計水位：

備考

夏期 冬期 中間期

58.7%

℃

℃

‐％

‐℃

Ｘ方向

大地震動時

Ｙ方向
地震動レベル 中地震動時

階 Ｘ方向 Ｙ方向

ＮＣ－４５

 上層階①（　～　）

上層階・中間階の定義は、設計用標準震度と同様とする。

医療用設備

避難経路上に設置する機器

‐％

‐℃

‐％

温度（ＤＢ） ℃

温度（ＤＢ）

地震動レベル

26℃

％

22℃

℃

‐℃

湿度（ＲＨ）

‐％％

40%

温度（ＤＢ）

工事種別

建物別及び屋外

機械設備工事

熱源設備

空調配管（ 冷温水配管

当該表を示す。

衛生配管（

一式

一式

地方独立行政法人大阪市博物館機構

大阪府大阪市東住吉区長居公園1-23

―

―

―

―

4.関連する別途工事

○

○

物品搬送設備

○ 撤去工事

○

○

蒸気設備

○

○

○

特殊ガス設備

水泳プール・浴場施設設備

ごみ処理設備

○

○

○

○

○

特殊排水処理設備

浄化槽設備

医療ガス設備

雨水再利用設備

排水再利用設備

○

○

○

○

○

一式

動力設備

一式

○

鉄筋コンクリート造

●

○耐震構造　　○制震構造　　○免震構造

●

●

一式

設置場所

 上層階・屋上及び搭屋

○耐火構造　　○準耐火構造　　○その他

局部震度法による設備機器の地震力

―

第　―　項

軒の高さ　―m　最高の高さ　―m

改修

1.0

下水道法

6,743.68 ㎡

機械設備工事監理指針　令和元年版　（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）改修工事

博物館

営繕工事写真撮影要領(平成24年版)・同解説 工事写真の撮り方 建築編（国土交通省大臣官

地下 1 階・地上 3 階

○直接基礎　　○杭基礎

2.適用法令

2.建物概要

●該当なし　　○耐塩害　　　　○耐重塩害

地域係数Ｚおよび設備機器総重量Ｗ（kN）を用いて次のように計算する。

1.5

Ｓ

2.0危険物の規制に関する政令 1.5

 敷地面積

 容積対象外面積

 構法種別

 主要用途

 消防法別表

 構造種別

 高さ

準防火地域

―

 

1.51.5 1.5

消防法

火災予防条例

なお、設計用水平地震力ＦＨと設計用鉛直地震力ＦＶは同時に作用するものとする。

工事種別

1.0

防振支持の機器

上記以外の機器

水槽類

地下・1階 1.0

0.6

1.5 1.0 1.0 0.6

1.0

1.5

1.5

1.0

1.0 0.6 0.6 0.4上記以外の機器

0.6防振支持の機器

2.0

 耐震クラスＡ

一般機器

　　　ここに、ＫＳ：設計用標準水平震度

地域係数Ｚは、（　1.0　）とする。

設計用標準水平震度ＫＳは下表4-2-1によるものとする。

　　ＦＨ＝ＫＨ･Ｗ（kN）　　ＦＶ＝ＫＶ･Ｗ（kN）

1.0 0.6

2.0

一般機器
機器種別

　　　ここに、ＫＨ：設計用水平震度、ＫＶ：設計用鉛直震度

　　ＫＨ＝ＫＳ･Ｚ　　ＫＶ＝1/2･ＫＨ

設計用水平地震力ＦＨ（設計用鉛直地震力ＦＶ）は設計用標準水平震度ＫＳ

―

第1種住居地域 版による。また改修工事が発生する場合「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）

平成31年版」を適用する。

その他の適用図書類は下記による。

5,850mm

3,300mm

○

●

 塩害地域

 耐火構造種別

●

3.工事種目

 設備項目（●印の付いたものを適用する。○印のついたものは適用しない。）

○

 

○

 延床面積 7,066.01 ㎡

4,392.67 ㎡

―

 容積対象床面積

 基礎形式

 階数

 建築面積

 その他の区域、地区等

 確認番号

 工事種別

図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共

 住居表示

 防災地域

 地名地番

 用途地域

 住所

 確認審査　確認日

1.共通仕様

3階

2階

5,400mm

建築工事標準仕様書（機械設備工事編）平成31年版」（以下、「標仕」という。）及び国土交通省大臣

官房官庁営繕部設備・環境課監修「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）平成31年

Ⅰ．工事概要

3,300mm

対象範囲

地下1階

1階

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

Ⅱ　機械設備工事仕様

1.工事概要

 建築主

 工事名称

 着工及び竣工年月日

一級建築士事務所

大阪府知事登録 （ヘ）第14884号

株式会社ＮＴＴファシリティーズ

版」（以下「標準図」という）による。

各工事において、関連のある事項はそれぞれの公共建築工事標準仕様書（建築工事編、

電気設備工事編）平成31年版及び公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）平成31年

電気設備工事監理指針　令和元年版　（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

日本建築学会建築工事標準仕様書・同解説（JASS）

房官庁営繕部監修）

建築材料・設備機材等品質性能評価事業 建築材料等評価名簿（平成25年版）

営繕工事電子納品要領　平成24年版　（国土交通省大臣官房官庁営繕部）

建設工事に伴う騒音振動対策技術指針(建設省大臣官房技術参事官通達昭和62.3改正)

建築設備耐震設計・施工指針　2014年版

官庁施設の総合耐震基準および同解説（建設大臣官房官庁営繕部監修）

建築設備設計基準（国土交通大臣官房官庁営繕部設備課監修）

電気事業法

電気設備技術基準

電気用品安全法

騒音規制法

ガス事業法

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

高圧ガス保安法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

駐車場法

耐震クラス 耐震クラス

重要機器

空気調和・衛生設備工事標準仕様書（空気調和・衛生工学会規格）

Ｂ

1.0

1.5 1.0

重要機器

2.0

建築設備工事共通仕様書　2019年度版　日本建築家協会監修）

建築基準法

適用法令は下記による。

建築設備設計・施工上の運用指示（国土交通大臣住宅局建築指導課監修）

計量法

水質汚濁防止法

水道法

浄化槽法



編 ○ (5)

(a) (6) ●

(7) (c)

● (8)

(1) (b) (d)

(c)

(a) ○

● ●

(b) (e)

(9) ○ ○

・

(19) (c) ・

(f)

(25) (d) ●

(26) (e)

(g)

(27) 

(a)

● ● ●

(d) (b) (d)

(1)

(e)

(2)

(f) (3)

(g) (4)

(e)

(h) (f)

(i) (a)

● (1) (g)

(2)

(1) ● ○

(3) (2) ● ○

（ ○ ○

(b) ○ ○

(1) ○ ）

(3) ● ○

(2) (4) ● ○ ）

(5) ● ○

(h)

(3)

(1)

● ○

(c) (2)

 ● ○

●

(c) ●

(d) (f)

(d) (g)

(e) (a) (h)

●

(i)

(f) (a)

○ ○ ○

(a) ○ ○

(1)

(2) ●

(3) ○ ○ ●

(4) ○ (1)

(b) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 無

(2)

● ○ ● ● ○ ○ ○

○ ）

○ ○ 無

(c) ○

● ○

● ○ (3) ○ ● 無

(a)

○ (4)

○ ○ （ 〇　 〇 〇 　）

● ○ ○ 　）

(a) ● 無

(1) (5)

(2) ○ ○ ○ ） ）

● 無

(3)

(b) (4) ○ ○ ○

産業廃棄物処理法に基づき適切に処理すること。

担当

1.1.15

1.1.11

1.2.2

1.2.3

【追記】

本工事において、新たに特許、実用新案、意匠権等を出願する場合はあらかじめ監

理者と協議を行うこと。

【置換】

本工事に使用する材料に関わる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の権利にお

いての、必要な手続きは受注者の責任において行うこと。工事中、竣工後に限らず第

用語の定義 「監理者」とは、この契約とは別に発注者・監理者間で締結された監理業務に関する

よる「完成検査」からなる。（1.1.2.(19) 【追記】）

1.2.4

委託契約書に記載された監理者またはその委任を受けて監理者の業務を代理して

1.1.17

行政

労働基準監督署（化学設備）

らが設計図書等との適否を判断することをいう。

1.1.16

項 目 特 記 事 項

1.1.6

1.1.7

1.1.8

 下水道事務所

  各自治体水道局における工事必要申請書類

  各自治体下水道事務所における工事必要申請書類

第
１
編

一
般
共
通
事
項

特記 工事名 図面名

査の日程

官公署への届出等手続きの日程

部分使用・部分引渡しの日程及び関係する検査の日程 と。）

か確認すること。

特殊な形状の空間（吹き抜けや大ホールなど）はシミュレーションを行い、問題ない

35℃以上となる場合は、その結果を、最終機器選定時の能力補正に反映するこ

で、本工事の工程のほか、次の内容を記載する。

図面番号 区分
株式会社ＮＴＴファシリティーズ

特－02 機械
一級建築士事務所

年月日
大阪府知事登録 （ヘ）第14884号

2022年2月1HM-12-0UB-1 A1 ： N.S A3 ：

者に申し出て、株式会社NTTファシリティーズとの貸与についての契約を別途取り交

わすこと。設計図のＣＡＤデータの著作権は株式会社NTTファシリティーズに帰属し、

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

これを目的以外に利用してはならない。

施工図、製作図の著作権は発注者に移譲する。

N.S

管理番号 縮尺

特記仕様書　２

 特定施設設置届

終了後といえども同様の義務を負うものとする。

工事監理用図書として、工事着手後速やかに設計図（契約図）の縮小原図（A3サイ

ズ）を作成すると共に、A3サイズの青焼きまたは白焼き製本を（　２　）部提出する。

施工図等や完成図を作成するために設計図のＣＡＤデータを利用する場合は、監理

【追記】

の資料に日付を明記し、受注者押印のうえ説明し、差し出すことをいう。（1.1.2.(9) 一

第1章　一般事項
第1節　総則

「監理者」に読み替える。ただし、監理者が、この工事の管理業務を行う場合には、公

共工事における監督職員の業務範囲としての会計法、地方自治体法、各種条例等に

定める義務をすべて追うものではない。

 機械等設置・移転・変更届（化学設備（燃料貯蔵タン

【置換】

「監理者に提出」とは、受注者等が監理者に対し、工事にかかわる書面又はその他

部【置換】）

していう。

 「機器及び材料（以下「機材」という）」とは、工事に使用する機器・材料・製品を総称

 なお、現場管理組織の監理者による「竣工検査」と監理者の本社などの検査要員に

「受注者の検査」とは、工事の各段階で、材料または施工などについて受注者等自

  消防用設備等特例承認・除外届出書

行うものを言う。標準仕様書及び改修工事標準仕様書に記載のある「監督職員」は

設計図書等

の取扱い

【追記】

受注者は、発注者が本工事の見積り依頼にあたり開示した資料・情報等知り得た内

容に関しては、発注者の承諾がある場合を除き、第三者に漏洩してはならない。契約

主要な届出手続きを下記に示す。

 クに貯蔵する軽油・重油・燈油等）

  法）に基づく届出（変更）

  エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ

  緊急離着陸場等設計届出書・設置届出書

別契約の

関連工事

疑義に対す

る協議等

【追記】

別に定めのない限り、関連工事の受注者に対し、次のものについて供与する。これら

に関する費用の負担は、工事費に含むものとする。

関連工事を行う場所への出入り及び安全管理等にかかわる費用

足場・運搬設備・楊重設備の利用

障害となる仮設物を除き、貫通孔などの設置、ボルト、インサートなどの取り付け

関連工事用の機器、材料の取組みに必要な搬入口・通路などの設置・確保

施工図・施工計画書などの作成に際し、関連工事との取り合い・納まりなどについて

総合図を作成し、十分に調整を行う。テナント内装等本工事の工期内に行う別途工

事は、相互間に協力し、官公署等の検査を受検できるよう建築工事受注者が運営管

理の統括責任を負う。ただし、建築工事受注者がいない場合は本工事受注者が統括

責任を負う。

発注者が、特定の工事業者若しくはメーカー（以下、「特定業者」という。）を下請業者

として指定した場合、受注者は特定業者と下請契約を締結しなければならない。特定

業者に関する責任は全て受注者が負う。ただし、受注者は特定業者の工事管理・品

質確保等に課題があると判断した場合は、発注者の特定業者指定依頼を拒否するこ

置、取り付け方法等の変更または取り付け数量を多少変更するなどの軽微な変更は

監理者の指示による。

前(a)号において設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、1.1.14による。

特許権等

とができる。その場合、拒否の理由を発注者に書面をもって説明しなければならな

い。

【置換】

設計図書に定められた内容に疑義が生じた場合又は現場の納まり、取り合い等の関

係で設計図書によることが困難もしくは不都合が生じた場合は、書面をもって監理者

を通じて設計者に通知し、設計者の指示を受ける。ただし材料の仕様、取り付け位

【追加】

工事に付帯

主要な総合図・施工図・施工計画書等の作成・提出・承諾の日程

建築主事・所轄消防署による中間検査など関係法令に基づく官公署の諸検

設計変更等

【追加】

監理者の

【追加】

承諾・検査

する作業・

材料

1.1.20

する。監理者は実施工程表に問題があると認められる場合は、発注者及び受注者

等にその旨を報告・通知する。

実施工程表は、着手から完成に至る工事全般の手順と日程の計画を表したもの

・試験等

1.1.19

1.1.18

契約期間の始期は、材料（仮設、型枠材を除く）購入時以前とし、終期は、工事目的物

の協力

者の責任を軽減するものではない。

前号(a) (b)にかかわらず、施工に用いられた、又は工事目的物に組み込まれた製品

工事の着手に先立ち、または着手後速やかに実施工程表を作成し、監理者に提出

本工事に含む 本工事に含まない

項 目 申 請 先

1.2.1

補助金申請対象

火災保険、建設工事保険、組立保険又は土木工事保険等のうち1以上に加入する。

（分離発注に於いては、引き渡しが最終となる工事目的物）の引き渡し翌日までとする。

保険契約の締結後、その証券の写しを監理者に速やかに提出する。

づいてなされる。

前号(a) (b)にかかわらず、機材・施工・工事が工事請負契約書、設計図書に適合しな

い場合、その責は受注者にあり、それらについての施工図・工作図・製作図・見本な

どに対する監理者の承諾、あるいはそれらに対する監理者の検査又は試験は、受注

の欠陥又はこれに類する原因による品質・性能・安全上の不具合がある場合は、そ

の修補等の責は受注者が負う。

監理者に提出する書類（図面を除く）のうち、監理者の指示するものは、監理者と

協議のうえ指定のコンピュータソフトにより作成し、電子データにて提出する。

第2節　工事関係図書

【置換】

補助金申

請業務へ

【追加】 当該建物に関し、発注者が補助金申請を行う場合、受注者は図面作成、見積内訳

書作成、現地監査対応等に関し、発注者に協力すること。それに伴う費用は

書類の電

子情報化

主検査の適正さを確認するために行うものである。

監理者の検査は、立ち合いにより、又は受注者等の自主検査記録・工事写真そ

【追加】

火災保険等

の他の審査等の合法的方法により行いう。なお、監理者の立合い検査は原則とし

て抽出により行う。

施工に用いられた、又は工事目的物に組み込まれた製品について施工図等・見

本品等に対する監理者の承諾は、その外観から提出される書面による情報に基

【追加】

後片付け

機材・施工・工事についての施工図等・見本等に対する監理者の承諾は、次による。

実施工程表

受注者による品質管理・確認の適正さを確認するために行われる。

受注者から提出された施工図等・見本等に示される範囲の内容に対してなされ

る。

施工に用いられた、又は工事目的物に組み込まれた製品について施工図等・見

本品等に対下は、その外観から提出される書面による情報に基づいてなされる。

工事請負契約書及び設計図書に基づいて、受注者等による品質管理・確認・自

機材・施工・工事に対する監理者の検査又は試験は、次による。

に修正実施工程表を作成し、監理者に提出する。監理者は、修正実施工程表に問

題があると認められる場合は、発注者及び受注者等にその旨を報告・通知する。

【追記】

施工・機材および製品検査・試験（支給材料、貸与品の検査・試験は除く）、見本

品等の制作、検査に関する費用

敷地周辺における本工事の障害となるものの移設及び復旧

施工計画書 工事の着手に先立ち、総合施工計画書を作成し、監理者の承諾を受ける。内容は次

による他、監理者の指示による。

工事概要、施工管理体制、現場運営形態、工程計画・工程管理、品質管理計

完成時の諸検査の日程

出来高目標

関連工事の主要な日程

その他、工事の進行に関係する重要事項（受渡し、受電、主要な材料の見本

決定など）

実施工程表に変更の必要が生じた場合は、関連工事の工程と調整のうえ、速やか

画、総合仮設計画、近隣対策、安全衛生管理計画　等

計画書、施工図の一覧表を作成し、提出スケジュールを監理者と協議する。

総合施工計画書は工事全体を通じて受注者等が行う工事組織の構成と運営、工事

環境の整備と維持、工事請負契約に基づく監理者への対応などについて、本工事の

固有の条件に適応した最適な方針を定めたものとする。また、監理者が監理方針書

を示した場合は、それに基づいたものとする。

工種別の施工計画書を作成し、監理者に提出する。このうち設計図書に定めるも

の、あるいは監理者に指示するものについては、監理者の承諾を受ける。

【追記】

施工図等 受注者は、施工図などの作成に先立ち総合プロット図（壁床、天井）を作成し承諾を

受ける。また総合プロット図を基に総合図を作成し、監理者に提出する。尚、総合図

とは、建築工事施工者による各平面詳細図、展開図、天井伏図等を元図とし、建築、

構造、空調衛生設備、電気設備及び関連工事をすべての納まり調整のうえ同一図

面（平面図、断面図、立面図）に記載したものする。作成にあたっては、スリーブ等構

造躯体に関わる部分に影響のない時期とする。

受注者は、施工図・工作図・製作図などは総合図に基づき作成するものとする。

監理者の指示する原寸図・型板などは、施工に先立つ適切な時期に作成し、監理者

の承諾を受ける。

模型・モックアップ・モデルルームなどの作製、見本施工は次による。これらは、施工

に先立つ適切な時期に実施し、監理者の承諾を受ける。

模型の作製

見本施工

しない

しない

する　　（　　　　　　　             ）

する　　（　　　　　　　             ）

配管保温仕上げ ダクト保温仕上げ

制気口取付要領 リモコン･スイッチ類・ボックス取付要領

機器･配管・ダクト･ラックの耐震支持要領

しない

する　　（　　　　　　　             ）

テナントリーシングに必要な貸方基準の作成補助

しない

しない

モックアップの作製

モデルルームの作製

機器の機能確認

する　　（　　　　　　　             ）

する　　（　　　　　　　             ）

ｵﾌｨｽ先行ﾙｰﾑ(100坪程度)

しない する　　（　　　　　　　             ）

する

【追記】

工事の記録 検査、試験又は設計図書に定められた確認などを行った場合は、終了後速やかに記

発注者よりテナントリーシングに必要な図面等の作成依頼があった場合は、受注者

は作成に協力し、監理者に提出する。

テナントリーシングに必要な白図の作成

しない

録を作成し監理者に提出する。

施工・試験などに対し監理者の立会いを受けた場合は、終了後速やかに記録を作成

し監理者に提出する。

書類などの監理者による審査を受けた場合は、終了後速やかに記録を作成し監理

者に提出する。

工事写真の納品は建築編営繕工事電子納品要領（平成２４年版）｣による。

採用する機器詳細仕様、配管、ダクト等の施工図での詳細ルート、壁・床等建築仕様な

どの必要条件が確定次第、機械設備工事監理指針　令和元年版　（国土交通省大臣官

房官庁営繕部監修）第1編 一般共通事項 第1章 一般事項 第2節 工事関係図書各種検討・

解析 1.2.3 施工図等 （a）に記されている対応および下記の内容についての対応を行うととも

1.2.5

最終決定配管ルートによる冷媒配管長制限・配管サイズをメーカ基準との整合を

確認すること。（第一分岐から末端空調機までの距離制約等）

者と協議を行なうこと。

最終決定配管ルートでの各種ポンプの水頭損失の再計算

最終決定ダクトルートでの各種送風機・排煙機の圧力損失の再計算

屋上に設置される最終決定機器による敷地境界線上及び直下階居室に対する騒

音シミュレーション

ション

屋上に設置される最終決定機器による直下階居室に対する振動シミュレーション

最終決定空調機・外調機、ダクトルート、風量、壁仕様、躯体仕様における各ＡＣＭ

Ｒの左右隣室に対する騒音・振動シミュレーション

最終決定ポンプ、配管ルート、壁仕様、躯体仕様における受水槽・消火ポンプ室の

とづいた機器能力補正による機器容量の再検討

工事現場におく電気保安技術者は、電気事業法に基づく電気主任技術者の職務を補

佐し、電気工作物の保安の業務を行うものとする。

1.3.2

施工条件

【追加】

　●　施工条件は別途説明資料による。

1.3.3

第3節　工事現場管理

【追記】

施工管理 監理者が監理方針を示した場合は、それに基づいて工事運営及び施工管理を行う

ものとする。

本工事の品質・工程・予算管理については、受注者による自主管理を原則とする

1.3.1

が、発注者が管理方法、提出書類の書式、使用するソフトウェア等について指定する

上下左右隣室に対する騒音・振動シミュレーション

場合は、これに従うものとする。

電気保安

技術者

【追記】

要 不要

発生材の

処理等

【追記】

現場説明書による 構外搬出適切処理

発注者に引渡しを要するもの

1.3.9

有（ 機器 ダクト 配管 その他の金物　）

特別管理産業廃棄物　※着工後の検体調査結果による

アスベスト材 PCB 燃え殻 廃油

産業廃棄物処理法に基づき適切に処理すること。

工事区分 本工事 別途工事

有（

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 （　　

再利用及び再資源化を図るもの

改正フロン回収破壊法に基づく冷媒用フロンの処分

有（ 本工事 冷媒の種類 R-22 R-410A （　　　　　　　）

1.1.2

各市町村での指定に基づき適切に処理すること。

工事区分 本工事 別途工事

有（）

別途工事

家電リサイクル法対象機器

家庭用エアコン有（

三者からの疑義、費用請求等があった場合は受注者の責任により対応を行うこと。

1.1.8 (a) ただし書きにかかわる工事は監理者の指示により行う。この場合、請負金

額の増減は行わない。

標仕1.1.8(b) において請負代金額の変更が必要な場合は、そのつど施工に着手す

る前に請負代金の増減を明示した請負代金増減内訳書（以下、「増減内訳書」とい

に、その結果を監理者に提出し報告すること。また、結果に問題点等がある場合は監理

本工事を完成させるにあたり本工事に付帯して当然必要と認められる軽微な工事、

機材などは、設計図書等に記載がない場合でも本工事に含む。

本工事を完成させるために必要な次の工事及び費用は請負契約に含む。

【追加】

空調機器の気流シミュレーション（ショートサーキットにより屋上機器周辺温度が

う。）を提出し、監理者の承諾を受ける。このときに変更内容を明記した図面を合わせ

て提出する。

請負代金額を変更するときの工事単価は、原則として請負契約時の単価とする。た

だし、急激な物価変動に係るものについては別途協議する。

本工事着工後、発注者から受注者に対してコストダウン方策についての要請が有っ

受注者都合による工法変更、設備方式の変更、見積り落し及び突貫工事等の工事

最終決定冷媒配管ルート・温湿度条件における採用空調機器メーカーの仕様にも

屋上に設置される最終決定機器、機器レイアウト、目隠し壁仕様による熱源機器、

地上に設置される最終決定機器による隣接建物直近居室に対する騒音シミュレー

  一般取扱所設置許可申請

 地下タンク貯蔵所設置許可申請

  防災センター評価（東京のみ）

  消防防災システム評価申請書

官公署その

  消防用設備等設置届出書・設備等設置届出書

確認のうえ監理者へ報告すること。

工事の各段階に必要な官公署その他への各種申請または届出の種別・手続き・時

本工事に必要な関係公官庁の申請手続きは受注者が行い、その検査に関わる費

 水道局

 消防

他への届出

手続等

届出先

 消防（危険物）

期などをあらかじめ調査したうえで、一覧表を作成して監理者に提出する。

確認申請などの変更に伴う、計算書・図面の作成支援を行うこと。

監理者の指示により、検査に必要な書類作成に協力すること。

検査前に検査対象工事の自主検査を事前に行い、各種法規に適合していることを

1.1.3 【追記】

工事期間中の官公署その他関係機関の手続き及びその費用

工事用機材等の搬入に必要な搬入口及び通路の設置とそれに伴う補強、復旧・

費の増額は認めない。

用は申請費用を含み全て受注者の負担とする。

「事業者」とは、受注者と工事請負契約を締結した発注者をいう。

届出書類

た場合、受注者はその旨を理解し協力すること。
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1.5.2

1.5.3

1.4.12

1.5.11

1.5.10

の工事に使用しない。

ダクト製作及び取付け 建築板金施工

【追記】

1.6.4

1.6.3

1.6.1

保温工事 熱絶縁施工

冷凍空調機器の据付 冷凍空気調和機器施工

施工に対する監理者の検査は、受注者等による検査の検査合格後、検査記録が監

理者に提出された後行うものとする。監理者の検査は、受注者等による施工の検査

の適正さを確認するために行う。なお、受注者は検査に必要な機資材及び労務など

1.4.2

1.4.5

1.4.6

1.4.8

1.4.9

1.4.10

続き

監理者に提出し、控えに監理者の押印を受ける。

監理者の承諾を受ける必要のある書類・図面・見本等は、監理者に提出し受領印を

受ける。受領印を受けたのち、1週間以内に訂正または保留に関する監理者の指示

担当 特記 工事名 図面名 図面番号 区分
株式会社ＮＴＴファシリティーズ

特記仕様書　３ 特－03 機械
一級建築士事務所 大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事管理番号 縮尺 年月日
大阪府知事登録 （ヘ）第14884号

N.S 2022年2月1HM-12-0UB-1 A1 ： N.S A3 ：

【追記】

本工事作業を要因とする汚損部分については、速やかに原型に復旧する。養生

後片付け

【追記】

工事の完成に際しては、工事検査までに次に示す部位について、十分に清掃を行う

1.3.10

1.3.11

とともに現状どおりに復旧する。

工事に伴い汚損が生じた既存の施設・工作物・樹木など

工事目的物の施設又は設備の一部を工事用に使用した部分（設計図書の定め

る条件のとおりに復旧する）。

指示・承諾

・協議の手

【追加】

1.3.12

監理者の指示は、監理者の押印のある書面でこれを受け、控えに受注者等が押印

のうえ監理者に提出する。監理者の指示が口頭による場合は、その内容を記録して

がない場合は、提出された書類・図面・見本等は監理者の承諾を受けたものとする。

1.3.13

1.3.14

監理者と協議した事項は、協議の経緯及び結果を記録して監理者に提出し、控えに

監理者の押印を受ける。

機材の誤用・混用を防止するための識別管理を行う。また、検査・試験の実施状況、

不適合製品についても識別管理を行う。

識別管理が必要な対象と管理の方法について、あらかじめ監理者に報告する。

【追加】

識別

と協議のうえ定める。

トレーサ

ビリティ

【追加】

識別記載がなければ、履歴や使用部位が辿れないもの

不具合が発生した場合、工事目的物の品質に重大かつ広範囲の影響を及ぼ

工事目的物に組み込まれた機器・材料・施工などについて、その履歴、使用又は所

在を辿ることのできるトレーサビリティ管理を行い、記録を監理者に提出する。

トレーサビリティ管理は設計図書に定めのあるもののほか、次の条件に同時に該当

する機器・材料・施工について行う。その対象と管理方法については、事前に監理者

す恐れのあるもので、修補、取替えが困難なもの。

【追記】

環境への

配慮

本工事の建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の質及び性

能を有するものとし、次の1）から5）を満たすものとする。

合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティ

1.4.1

クルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、仕上げ塗材及び壁紙は、ホルム

アルデヒドを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。

保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散しないか、放散が

極めて少ないものとする。

接着剤はフタル酸ジーｎ－プチル及びフタル酸ジー2－エチルへキシルを含有しな

い難揮発性の可逆材を使用し、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベ

ンゼンを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。

塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散しないか、放

散が極めて少ないものとする。

(1)、(3)及び(4)の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什

器等は、ホルムアルデヒドを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。ま

た、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」は、次のとおりとする。

規制対象外

JIS及びJASのF☆☆☆☆規格品

建築基準法施行令第20条の5第4項による国土交通大臣認定品

下記表示のあるJAS規格品

非ホルムアルデヒド系接着材使用

接着材等不使用

非ホルムアルデヒド系接着材及びホルムアルデヒドを放散しない材料使用

ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

非ホルムアルデヒド系接着材及びホルムアルデヒドを放散しない塗料使用

非ホルムアルデヒド系接着材及びホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

第三種

JIS及びJASのF☆☆☆☆規格品

建築基準法施行令第20条の5第3項による国土交通大臣認定品

旧JISのEo規格品

旧JASのFoo規格品

本工事の全ての内装の仕上げ、居室と空気の出入りのある部分の仕上げ（表面材）

は、上に規定される規定対象外のみ使用する。また、以下の室についても同様の扱

いとする。

【置換】

材料の色、柄等については、発注者及び設計者の指示を受ける。

設計図書に定められた規格等、官公署及び電力・ガス・水道などの供給会社の各種

規格などは最新のものを適用する。

【追記】

設計図書において機材の品質が明示されていない場合は、適切な品質の機材とし、

監理者と協議のうえ決定する。

設計図書において機器・材料に関する記載に「同等」、「程度」等とある場合は、選定

された機材が所定の品質及び性能を有することの証明となる資料を監理者に提出

し、監理者の承諾を受ける。

設計図書において指定された機材が入手困難な場合は前（ｆ）号により監理者の承諾

を受けたうえで、それと同等以上の品質・性能を有する代替品を使用することができ

機材の品質

る。

標仕1.4.2(b)及び前(g)号において、建築材料・設備機材等品質性能評価事業及び

公共住宅用資機材品質性能評価事業の確認を受けた機材については、当該評価の

写しを「品質及び性能を有することの証明となる資料」とみなす。

設計図書等に定められた材料の見本を提出し、材質、仕上げの程度、色合い等につ

いてあらかじめ発注者及び設計者に確認を受け、監理者の承諾を受ける。

【置換】

機材の検査 現場に搬入した材料のうち、変質等により工事に使用することが適当でないものはこ

【追加】

機材は現場に搬入した時点あるいは必要に応じて製作工場における製造又は組立

が完了した時点で、各種ごとに受注者等の検査を行い、検査記録を監理者に提出す

る。

量産品あるいは標準品で実測値などが整備されているものは、性能表又は能力計

算書などの性能の証明となる書類確認をもって前ａ号の検査とすることができる。

監理者が指示する機材において、材質・呼称寸法などを梱包などに表示している機

材は、梱包の状態で監理者の検査を受ける。

設計図書に監理者の検査の定めがある場合、前ａ号の検査に合格後、検査記録を

提出し、監理者の承諾を受ける。監理者の検査は、前ａ号の受注者等による検査の

適正さを確認するために行い、受注者は検査に必要な資機材・労務などを提供す

る。

監理者の検査は、立会いにより又は受注者等による検査の記録・写真などの審査に

より行う。なお、監理者の立会い検査は、原則として抜き取り検査とする。

前(a)号の検査の結果に疑義が生じた場合は、監理者と協議する。

【追記】

機材の検査

に伴う試験

機材の検査に伴う試験及び施工検査に伴う試験は次の場合による。なお、試験結果

に疑義が生じた場合は監理者と協議する。

ボイラー

設計図書に定められた場合

試験によらなければ設計図書の定めによる品質又は性能・機能に適合するこ

とが証明できない場合

立会いを受ける。ただし、あらかじめ監理者の指示を受けた場合は、この限りではな

い。なお、受注者は検査に必要な資機材・労務などを提供する。

下記に示す設備は、設計図書に定める品質及び性能を有することを証明するため、

承諾を受けた方法による。

試験は公的試験所又はこれに準ずる試験所で行う場合を除き、試験には監理者の

供試体の製作要領は設計図書の定めによる。ただし、定めがない場合は監理者の

冷却塔 チラー コジェネレーション

ユニット型空気調和機

製造工場にて製品検査を行う。

設 備 工 事 機 材 名　

熱源設備 冷凍機 直焚き冷温水発生機

ファンコイルユニット

コンパクト形空気調和機

空気清浄機

送風機

あり（　　　　　　　） ○なし

空気調和設備

支給材料・貸与品

揚水ポンプ

送風機・ポンプ 排煙機 空調用ポンプ

支給材料・貸与品の引き渡しに際しては、受注者の責任において、その種別・数

【追加】

支給材料・

材料および工場製作物は、種別ごとに自主検査を行い、監理者の検査に先立ち、そ

の結果を監理者に報告する。

量・品質・性能を確認のうえ、受けいれる。

支給材料・貸与品の受注者等による試験

○なし

貸与品

支給材料・貸与品の受注者等による受け入れ検査

あり（　次による　　　　　　） ○なし

不適合製品の処置において、規定の品質に合致しないが、特定の逸脱範囲内にあ

るものを限られた部位・数量において、使用する場合（特別採用という）は監理者の

承諾を受ける。

発生した不適合製品について、同一場所又は同様の場所における再発防止をする

あり（　　　　　　　　　　　　　） 

当該工事の施工後、支給材料の使用箇所・数量・残量を監理者に報告し、残材の処

置方法について監理者の指示を受ける。

支給材料・貸与品の支給時期・品質または設計図書に示された条件への適合性に

疑義がある場合は、速やかに監理者に報告し、処置方法について指示を受ける。

ため、不適合の原因を除去する是正処理を講ずる。品質に重大な影響を及ぼす可

能性があるもの又は監理者の指示するものの是正処置の方法については、あらかじ

め監理者に報告する。

【追加】

材料の検査

に伴う不具

合の管理・

是正処理

検査・試験などにより不合格となった機器・材料などについては、その処置の手続き

をあらかじめ定め、それにより管理する。

海外で製作された材料を使用する場合は、関係法令に適合し、国内の規格と品質が同

等以上であることを検討時点で確認し監理者の承諾を得る。監理者の指示により適切な

時期に立会確認を行うこと。受注者の都合で海外製品の調達を行う場合は、発注者、監

理者の交通、宿泊や検査にかかるすべての費用は請負金額に含むものとする。

【追加】

海外製品の

調達

【追加】

特別な機材

の工法

標仕に記載されていない特別な機材の工法については、材料製造所の指定する工法と

し、施工計画、要領書等を提出し、監理者の承諾を受ける。

【追加】

1.4.11

CASBEE

CASBEE、LEED、BELS等にもとづく目標値の指定がある場合、

目標値を下回ることのないように機材の選定を行う。

第5節　施工

技能士

適用する技能検定の職種及び作業の種別は下記による。

適用工事種別 技能検定の職種

配管工事 配管施工

一工程の施

工の確認及

【追記】

工種ごとに施工が完了した時は、設計図書に定めがある場合又は監理者の指示が

ある場合は、その施工についての報告書を作成し監理者に提出する。

び報告

を提供する。

1.5.4

施工の検査

監理者の検査は、立会いにより、また受注者等による検査の記録・工事写真などの

書類の審査により行う。なお、監理者の立会い検査は原則として抜き取り検査とす

る。

監理者の検査の結果、修補、改造、その他の必要な処置が必要であると指摘された

箇所がある場合は、監理者の指示により速やかに是正を行い、監理者の再検査を

受ける。

前号(e)の監理者の検査の結果に疑義が生じた場合は監理者と協議する。

施工の検査

に伴う試験

【追加】

下記内容については、事前に計画書を作成し、試験等を行うものとする。

騒音振動測定 迷走電流測定 接地抵抗測定

1.5.5

電磁波測定 高調波測定

【追記】

施工の立会 工程写真などの記録により監理者の立ち合いに代える旨、監理者から指示があった

場合は、速やかに必要な記録を整理し、監理者に提出する。い等

1.5.6

化学物質の

濃度測定

化学物質の濃度測定の要否は下記による。

（工事区分　 本工事 建築工事）

測定時期、測定対象化学物質、測定方法、対象室および測定箇所数は下記による。

1.5.8

測定時期

対象物質

測定方法

測定箇所・回数

内装仕上げ完了後、家具什器搬入前 その他

ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン

パッシブ型採取機器により行う

各階　１箇所/各１回

その他、指定がある場合は下記による。

測定時期 測定化学物質 測定方法   対象室 　 測定箇所数

改修標準仕様書第1編1.5.1から1.5.3によるほか、下記による。【追加】

施工調査

事前調査項目

上水道管 下水道管 ガス管

1.5.9

消火配管 既設（　工事関連設備一式　　　）

公設ます ○　

当該設備調査方法

現地実測 その他（　行政協議　　）

地中管路の掘削にあたっては、電気はもとより機械設備の配管についても確認を行

い実施すること。存在が措定される場合は手掘りなどにより既設配管を傷めないよう

配慮すること。

【追加】

はつり

改修標準仕様書第2編4.1.1から4.1.6によるほか、下記による。

既存のコンクリート床・壁等の配管貫通部の穴あけは、設計図に特記のない限り、ダ

イアモンドカッターによるものとする。

穴あけ個所の非破壊検査による埋設物の事前調査　（　 否　）

非破壊検査実施後、埋設部物と穴あけ箇所との位置関係を明記した「埋設物探査報

告書」（任意様式）を取り纏め、監理者へ報告を行う。

支障のある埋設物に対する対応については監理者及び関係者と協議を行い、貫通箇

所の変更等が必要な場合は、変更案を書面によって監理者に提出し、承諾を得た後

工事に着手するものとする。

改修標準仕様書第2編2.8.1から2.8.3によるほか、下記による。

撤去工事の実施にあたっては下記事項に留意する。

【追加】

撤去工事 設計図に表示してある撤去配管・配線については、撤去着手前に使用/未使用の確

認のうえ、その旨の表示を行い監理者に報告する。なお、不要配管の撤去に施工上

問題がある場合、隠蔽部分で状況確認が出来ない場合は速やかに監理者に報告を

行い、監理者の指示を仰ぐ。

撤去指示の有無によらず、工事中に残置配管、配線類及び地中埋設物（配管、配線

含む）を発見した場合は作業を中止し、速やかに監理者に報告を行い、対処方法等

について監理者の指示を仰ぐ。

加すること。また、ＢＥＭＳがある場合は、メータ演算表も提出のこと。

図、メータ台帳を作成し、監理者に提出する。メータツリーについては竣工図に追

建物維持管理担当への引継ぎを行う。

新築時は、課金用・管理用メータがある場合、メータツリー、メータ供給範囲平面

視装置等との計量値の整合を3回以上確認する。完成引渡時・取扱い説明時に、

る。中央監視装置や集中検針装置で管理する場合は、各種検針メータと中央監

各種検針メータの確認は、計量値が変化する十分な時間をあけて全数3回以上

確認する。負荷がなく計量値が変化しない場合は、疑似負荷等を設置し確認す

メーター検針確認

本工事に含まない。

本工事に含む（登録枚数は設計図による）。

ＩＣカードキーへの入居者情報等の初期登録作業及び費用は

カードキー初期情報登録

受注者は、竣工・引渡し時期から逆算して、竣工後の建物・設備の稼働に支障の

ないように、発注者及び発注者が定める竣工後の建物管理者に対して、取扱説

明書を作成し、その説明を行う。

竣工・引渡し前に発注者が実施する建物管理者訓練の日程を適宜確保し、当該

訓練の実施に協力する。

竣工後の現場対応

受注者は、竣工・引渡し後最低６か月間は建物及び諸設備に関する技術員の常駐も
しくは駆け付け体制を整備し、発注者（建物管理者）が円滑に建物管理を行うことが

できるように協力する。

総合連動試験は監理者立会いの下に実施するものとする。

その他、監理者の指示する検査

セキュリティシステムと他設備との連動

完成時の室内環境測定

総合運転による騒音値・振動

中央監視盤総合検査

槽類関連総合検査

防災総合検査

全停電・復電総合検査

ては監理者と協議のうえ、必要の有無を確認し実施する。

に提出する。総合試験の項目は以下によるものとする。ただし、該当項目につい

し、承諾を受ける。総合試験に使用する機器は適正に校正し、その記録を監理者

験方法、日程、人員、安全対策を含む総合連動試験実施要領書を監理者に提出

総合連動試験）を行い、その適合性を確認する。なお、試験に先立ち、検査、試

総合性能機能検査：複数の工種にまたがって性能・機能を発揮する機器・装置・

流量・圧力・温度などと合致することを確認する。

性能検査：各装置の機器単体の性能が、設計図書に定められた電圧・電流・

機能検査：運転・作動状態での試験に先立ち、通水・通気・通電などの試験を

システムについて、関連工事の受注者と協議して総合的な性能機能検査（以下

の適合性を確認する。

個別性能機能検査：機器及び装置の個別の性能・機能を設計図書と照合し、そ

に示す構造・材料・安全・耐久・保守・衛生などに合致することを確認する。

外観検査（出来形検査）：目視・聴音又は手で触るなどにより、各設備が設計図書

て報告書を作成し監理者に提出する。

を完了した状態で、受注者等による次の検査・試験を行う。また、検査結果につい

工事の完成に際し、すべての機器・装置・システムについて、原則として試運転調整

る。なお、検査に先立ち検査計画書を作成し、監理者の承諾を受ける。

近い日を選び測定し、設計図書に定める性能・機能・室内環境との適合性を確認す

などについては、完成竣工後１年以内の夏季及び冬季で気象条件などが設計条件に

機能条件の違いなどにより、工事完成までに確認できない機器能力及び室内環境

連工事の受注者等同席のうえ共同して検査を受ける。

完成時の諸検査の日程・方法については、関連工事との調整を行い、必要により関

前号(ｊ) の報告ののち、発注者の検査を受ける。

査を受けると共に、関係官公署その他関係機関にて必要な手続きを行う。

された箇所がある場合は、監理者の指示により速やかに是正を行い、監理者の再検

前号 (h) (ｉ) の検査の結果、修補、改造、そのたの必要な処置が必要であると指摘

場関係者を除く）による完成検査前にこれを受ける。

関係官公署その他関係機関の検査については、監理者の本社などの検査要員（現

の本社などの検査要員（現場関係者を除く）による完成検査を受ける。

契約条件並びに関係法令などの規定に適合していることが確認されたのち、監理者

自主検査及び監理者検査の結果、全ての工事が完了していること及び設計図書と

前号(f) の報告ののち、監理者の検査を受ける。

する。

正を行ったうえで、監理者に報告する。なお、事前に自主検査計画書を監理者に提出

査を行い、関係法令または設計図書に適合しない箇所がある場合には、速やかに補

工事完成に当たって、受注者の本社等の検査員（現場関係者を除く）による自主検

【追記】

工事検査

第6節　工事検査及び技術検査

試運転・建物管理者への引継ぎ・開設準備への協力

メーター設置の誤りに起因する発注者及び竣工後の建物管理者の損害につい

ては、全て受注者の責とする。

の注意

【追加】

自主検査及

び総合連動

試験等

【追加】

引渡し前後



● 2.3.8

● 瞬間流量計

(c) ●

○ ○ ● ○ ○ ○

● （ 2 ）部 ○

（ ○ ○

● （ 2 ）部 ● ● ○

● ○ ○ ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● (1) ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○

○ ○ ○

(3) ○ ○ 第4節　配管施工の一般事項

○ ○ ○ ○ 2.4.1 ○

● （ 2 ）部 ○ ○ 一般事項 ○

(4) ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

第3節 総合調整 （ ○ ○ ○

● ○

● (a) ● ● ● ○

● ○

● （ 2 ）部 ○ ○ ● ○ 2.4.2 ○

○ ● 冷温水、ブ ○ ○ ○

(a) (7) ○ ○ ライン及び ○

○ ○ ● ● 冷却水配管 ○

○ ●

○ 【追加】 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ 2.4.11 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 引込納付

● ○ ○ ○ ○ ○ 金等

● ○ ○ ○ 【追加】 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 2.4.12 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 放流納付

○ ○ ○ ） （ ○ ） 金等

○ 第5節　管の接合

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2.5.1

○ ○ 一般事項 ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ 2.5.12

○ 点検用桝 ○

○

● ○ (1) ○ ○ ○

インサート (2) ○

○ 2.5.16 ○

○ 耐火二層管 ○

○ （ ○ ○ ○ ○

○

（ ○ ○

● ○ 2.5.17

溶接接合 ○ ○ ○ ○

○

● ○ 共通仕様書による ○

○

○ ○ 2.5.18

○ 異種管の接 （ ○ ○ ○

合 ○ ○

●

○ 第6節　勾配、吊り及び支持

○ ● 2.6.3 ●

● 吊り及び支

○ 持

○ ○

○

○

○ ○ ○ ●

○ ○ ○ ○

○ ○

（ ○ ○ ○ ○

（ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

断熱材使用箇所のインサートは、断熱インサートを使用すること。

1.4 電気室等で使用するインサートは、上階との温度差を確認し、結露防止対策を行うこと。

【追加】

N.S A3 ： N.SA1 2022年2月

縮尺 年月日

1HM-12-0UB-1

特－04 機械
大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事管理番号

図面番号 区分担当 特記

屋外 排水処理機械室内　　）の吊り金物・支

金物類は溶融亜鉛めっき製（ 2種35 2種40 2種45 2種50

技術基準(2013年9月)・同解説」に準ずること。

【追記】

2種55　）とする。

金物類はステンレス鋼製（SUS304）とする。

槽内 ピット内 屋外 排水処理機械室内　　）の吊り金物・支

槽内 ピット内

止め箇所による他、「建築設備耐震設計・施工指針　2014年版」（(社)日本建築センタ

ー）6.3 立て配管の耐震対策に準ずること。

【追記】

「建築設備耐震設計・施工指針　2014年版」（(社)日本建築センター）に準ずること。

【追記】

特定天井に設置する設備機器においては、「建築物における天井脱落対策に係る

鋼管とステンレス鋼管 銅管と鋼管　）　に設ける他、図示による。

接合要領は、標準図（施工３）による。

40A以下の銅管以外の配管、及び20A以下の銅管は、階数によらずB種耐震支持と

する。

立て管の支持間隔、固定および振れ止め箇所は、表2.2.21　立て管の固定及び振れ

【追記】

非破壊検査の抜取率

下記による

異種管の接合部

鋼管と鋳鉄管 鉛管と鋳鉄管 鉛管と鋼管

竪管接続部近傍 固定端間において4ｍ毎に1ヶ所　）

溶接部の非破壊検査

要（ 放射線透過検査 浸透探傷検査 磁粉探傷検査　）

設けない

（　　　　　　　　　　　）

伸縮継手の設置個所

竪配管

横引管

各階1ヶ所 4ｍ毎に1ヶ所 オフセットの頂部 分岐継手の直上　）

【追記】

嵩上げコンクリート等に配管を埋設する場合、接合はコンクリート埋設部では行わな

いこと。

建物導入部での異種管接合部における点検用桝設置の適用

設ける（図示による）

雨水放流 要（

別途工事

別途工事

本工事　）

本工事　） 不要

不要

不要本工事　）

汚水放流 不要

上水引込

市ガス引込

要（

要（

要（

別途工事

別途工事

本工事　）

空調機用トラップの形式

フロートボール式トラップ(Aトラップ)

その他　（　　　　　　　　　　）

配管トラップ ドラムトラップ メカニカル式トラップ

【追記】

クロスコネクションとなる配管をしてはならない。

洗面器に直結する排水管は、器具トラップより１サイズアップとする。

台所流し等の床上部分の配管は、ビニル管（ＲＦ－ＶＰ）でもよい。

循環系配管は、配管工事完了後十分にフラッシングを行い、皮膜形成防錆剤を添加

する。

建物導入部配管

標準図（建築物導入部の変位吸収配管要領）の、　 (a)フレキシブルジョイントを使

用 (b)ボールジョイントを使用 (c)スリークッション　）による。

なお、着脱形の支持部は附属品とする。着脱形の個数はサイズ毎2個とする。

着脱形）。

熱交換器の冷水管、温水管　（　送り又は返り　） 固定形 着脱形）。

冷温水ヘッダーの　（ 各送り管 各返り管　）　（ 固定形

直だき吸収冷温水機の冷水管、温水管、冷温水管及び冷却水管（送り又は返り）

固定形 着脱形　）。

空気調和機の冷水管、温水管又は冷温水管　（送り又は返り 固定形

着脱形　）。

ポンプ制御 減油警報

）の端子を設ける。

なおフロートスイッチ部と制御盤間の配管配線は製造者の標準仕様とする。

【追記】

瞬間流量計はピトー管方式によるもので止水コック付とし、形式及び取付部は下記によ

る

冷凍機の冷水管及び冷却水管　（送り又は返り） 固定形 着脱形）。

2.3.5

油面制御装

置

【追記】

制御盤には　（ 給油ポンプ制御 満油警報 遠隔警報

電磁弁制御 返油

冷凍機、冷温水機の冷水管、温水管、冷温水管及び冷却水管（送り、返り）

ボイラー及び温水発生機の温水管（返り）

空気調和機の冷水管、温水管及び冷温水管（送り、返り）

熱交換器の一次側高温水管及び冷水管（送り、返り）

熱交換器の二次側温水管及び冷水管（送り、返り）

冷温水ヘッダー（往）及び冷温水ヘッダーの各返り管

熱交換器の一次側高温水管及び冷水管（送り、返り）

熱交換器の二次側温水管及び冷水管（送り、返り）

冷温水ヘッダー（往）及び冷温水ヘッダーへの各返り管

2.3.2

温度計

【追記】

下記の配管に工業用バイメタル式温度計（目盛板外形１００φ）を取付ける。

第3節　計器その他

2.3.1

圧力計、連

成計及び水

高計

【追記】

下記の管に取付ける。

冷凍機、冷温水機の冷水管、温水管、冷温水管及び冷却水管（送り、返り）

空気調和機の冷水管、温水管及び冷温水管（送り、返り）

【追加】

2.2.33

さや管ヘッ

ダー

配管（給湯配管含む）が交差する場合は、台座により交差部分の配管保護を行なう

と。

水密性を要する部分で樹脂被覆鋼管の場合の防水処理は、 シーリング材に

よるシーリング リンクシール　）　で行う。

図示の箇所に取り付ける。 各階に取り付ける。

シーリング

材

【追加】

2.2.32

満水試験継

手

水栓柱

合成樹脂製 アルミニウム合金製 人造石とぎ出し製

ステンレス製

2.2.29 【追記】

緊急遮断

弁装置

電気式 機械式 図示による

2.2.23

現地表示式（直読式） 遠隔表示式 パルス式 電文式） 図示による）

2.2.22

パルス式 電文式） 図示による）

子メーター（ 貸与品 買い取り）

用

【追記】

呼び径65以上のY形ストレーナーは、水抜き用の弁又はコックを設ける。

2.2.16

量水器

親メーター（ 貸与品 買い取り）

現地表示式（直読式） 遠隔表示式

2.2.13

ストレーナー

【追記】

ストレーナーは引渡し前に十分に洗浄する。

2.2.13.1

水及び蒸気

種類および取付位置については、施工図に基づき再検討を行う事。

ステンレス配管を使用する場合の材質はステンレス製とする。

2.2.9

フレキシブ

ルジョイント

【追記】

合成ゴム テフロン　）　波形

但し、消火・オイル系統はＳＵＳ３０４製に限る。

伸縮管継手

【追記】

鋼管用伸縮管継手の種類は（ ベローズ形 スリーブ形）とする。

取付位置は図示による。

その他の部分（ ５Ｋ １０Ｋ　（加圧給水系統）　　）

逆止弁の衝撃吸収式はライニング不要とする。

ステンレス配管を使用する場合の材質はステンレス製とする。

2.2.7

第2節　配管付属品

2.2.1

一般用弁及

び栓

【追記】

６５A以上の冷温水・冷却水用弁装置の仕切弁はバタフライ弁とする。

ＪＩＳ又はＪＶ 水道直結部分（ １０Ｋ ）

第2章　配管工事
第1節　配管材料

2.1.2

管及び継手

【追記】

管材及び継手の種類は、別紙「凡例材料表」による。

作盤

1.2.2

ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ用

制御及び操

作盤

【追加】

1.7.1

1.7.2

1.7.3

1.7.4

【追加】

1.7.6

完成時の提

出図書

完成図

保全に関す

 －

 －

 －

【追記】

竣工後１年間の空調運転切替の実施及び調整を行う。

第1章　一般事項
第1節　規格等

第2節　電動機及び制御盤

飲料水の水質の測定

雑用水の水質の測定

室内外空気の温湿度の測定

室内気流及びじんあいの測定

振動の測定

騒音の測定

対　象　室　及　び　場　所

AHU給気、還気

冷温水

 －

講堂

 －

空気清浄度（手術室などの清浄度を指定されている部屋）

空気清浄度

初期運転状態の記録（温度、湿度、風量、塵埃、騒音、振動、水圧、電流）を行う。

測定箇所等は下記による他、監督員の指示による。

測 定 項 目

風量調整

水量調整

 －

 －

水圧調整

水量調整 水圧調整

る資料

室内外空気の温湿度の測定 室内気流及びじんあいの測定

振動の測定 騒音の測定

1.2.3

容量等の表

示

高調波対策

講ずる（ 図示による 別途電気工事

飲料水の水質の測定 雑用水の水質の測定

その他（　　　　　　　　　　　）　）

講じない

総合調整の項目は下記のものとする。

風量調整

塩害仕様　）とする。

ピット内に設置する制御盤（動力制御盤含む）は、　 ＳＵＳ製 指定色塗装

塩害仕様　）とする。

【追記】

その他　）

1.2.1

規格品

屋外に設置する制御盤（動力制御盤含む）は、　 ＳＵＳ製 指定色塗装

電動機

【追加】

1.2.2

制御及び操

予備品はメーカー標準及び設計図書に記載されたものとし、設備種類・システム毎に整

理のうえ、リストにまとめ、適切な収容箱等に収め引き渡すこと。保管場所は監理者の指

示による。

第7節　完成図等

換気扇、圧力扇及び標準仕様書に記載なく特記のないものの電動機の保護規格

は、製造者規格による標準品としてよい。

【追記】

制御盤及び操作盤は原則下記による。

受注製作品 製造者規格品

する する（但し別途建築工事） しない）

板を、　（ 機械室 中央管理室 ）　に設ける。

標記板

大便器、小便器の洗浄水用に雨水等の利用をしている場合は、その旨をわかりやす

運転操作説明板

系統図、機器等の取り扱い方及び重要な定期点検項目を書いたアクリル樹脂製の

説明板の大きさは、約　2　㎡とする。

取り付け箇所（ 大便器 小便器 材質

く各トイレに表示（

備考

保全に関する資料

【追記】

【追記】

ダクト及び配管の要所には、流体種別、方向を表示する。尚、流体種別はテープ色

別を標準とする。

保全に関する資料の提出部数は下表による。

その他に作成する保全に関する資料は下記による。

保全マニュアル 長期修繕計画書

機器台帳　（書式は監理者の指示による）

標識その他

課金用・管理用メーターに関する資料

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

分類・規格 部数

提出部数は、下表による。

完成図は電子データにて竣工時に提出する。データ内訳はCADデータ

（AutoCAD）、CADデータのPDF版（A1サイズ）とする。

最終的な部数、提出形式は監理者との協議による。

分類・規格 部数 備考

完成図 A3版製本とする。

前述他、各資料はPDF等のデータに整理し、電子データにて提出する。

最終的な部数、提出形式は監理者との協議による。

完成図の種類及び記入内容は標仕 1.8.3 （1） （イ）～（ト）に加え監理者の指示によ

るものとし、設計図を基に完成時の状態を表現したものとする。

完成図は設計図CADデータを基にCADで作成し、原図サイズは監理者の指示によ

る。

第
２
編
　
共
通
工
事

完成時の提出図書は標仕1.8.2による他下表による。

分類・規格 部数

予備品

備考

施工計画書、

製作要領書

施工図・製作図

工事名 図面名
株式会社ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録 （ヘ）第14884号
：

特記仕様書　４



第4章　関連工事
○ (1) ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ● ● ○

● (a)

○ ○ ● ● ○ ※工事用メータを設置すること

● (b) ○ ○

● ○ ● ● ○ 無償） ※工事用メータを設置すること ○

○

○

○ ○ ○  　　　　　　

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

【追加】

○ mm) ○ 規定なし） ● ● 4.1.4 ● ○

● 工事用仮設 ● ● ● ○ ○

物

○

○ ● 【追加】 ○ ●

(1) ● 4.1.5 (a) ○

(2) ○ ○ ○ ○ 監理者事務 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 所 ○ ○

○ 1)

○ ○ ○ ○ ○ ○ 2)

○ ○ ○

(3) ○ ○ ○

○ 設計水位：

○ (b) ○ 3)

第9節　試験 ○ ○ ○

● 2.9.1 【追記】 ○ ○ ○ ○ ○

一般事項 (1) 各種配管の試験は、新設配管に適用する。 ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ 白板（　　） ○ 図面掛け（　　） ウィスカ対策

○ ○ ○ ○ 〇　あり 〇　あり

○ ○ ○ 対象室：〇ＭＤＦ室　　〇サーバ室　　〇電気室　　〇その他（　　　　　　　　　　　　）

○ ○ ○ ○ ① ウィスカ対策対象室内に設置する機器及び、配管類、吊り材は電気亜鉛メッキ品

○ ○ を使用しないこと。

○ ○ ○ ○ ② 電気亜鉛メッキを塗装した製品についても使用不可とする。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ③ 対象室に設置する機器及び、配管類、吊り材等については、使用部材一覧表

○ ○ （建築工事、電気工事、機械工事等のすべての工事）を作成し監理者の確認を

(c) 受けること。

● ●

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

（ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ 共用 ○ ○

○ ○ ○

●

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ● 室内用温湿度検出器（講堂内） ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

○ ○

○

第2節　土工事

○ ○

○

○

○

寒冷地においては積雪を考慮し、次の高さ以上での貫通を行う。

GL +（ ）mm

水位の指定なし

新設配管は、既設配管との接続前に試験を行う。

300mm以上のレベルで貫通を行う。

設計水位： GL +（ ）mm

屋外から直接屋内に貫通させる場合、水害の恐れの無い地域で、特に設計水位の

指定がない場合は、原則として全面道路から600mm以上、及び敷地内地表から

N.S 2022年2月

縮尺 年月日

： N.S

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事
特記仕様書　５

1HM-12-0UB-1 A1

管理番号

4.1.2

工事用水・

電力

【追加】

利用不可 利用可（

エポキシ樹

脂ライニング

第1節　保温工事

第3章　保温、塗装及び防錆工事

第2節　塗装及び防錆工事

さ

3.2.1

塗装

3.2.2

防錆

3.2.2.3

3.1.5

給排水衛生

設備工事の

保温

3.1.6

保温材の厚

2.8.1

一般事項

3.1.2

材料

3.1.4

空気調和設

備工事の保

温

第7節　埋設配管

2.7.1

地中埋設標

等

2.7.2

埋設深さ

埋設表示用テープ 要（排水管を除く）

第7節　電気設備工事

【追加】

4.7.2

電線類

電線及びケーブルの規格は標準仕様書第４編２．４．１表４．２．１２による。

【追加】 ELCBの選定は、内線規定によるものとする。

溶融亜鉛めっき　　　（ 2種35 2種50 2種55　）4.6.2

材料

構内の監理者指示場所に堆積する。

構外搬出適切処理。（約　　　　　kｍ）

第3節　地業工事

第4節　コンクリート工事

第5節　左官工事

第6節　鋼材工事

試掘の要否と試掘深さは下記による。なお、範囲は掘削箇所全域とする。

する　　深さ＿＿＿＿＿ｍｍ

しない

【追加】

4.2.3

発生土処分

構内の掘削による残土処分は以下によるものとし、その費用は請負費に含む。

現場説明書による。

構内の監理者指示場所に敷き均しとする。

再生コンクリート砂

4.2.1

一般事項

【追加】

4.2.2

試掘

4.1.3

交通整理員

第1節　仮設工事

【追加】

給紙

共用

受注者の負担とする。

埋戻し及び盛土は、以下とする。

根切り土の中の良質土（ヒューム管以外の管の周囲は山砂）

山砂の類

監理者専用 受注者と共用

【追加】

4.1.6

保護設備

本工事の施工にあたり、付近住民・隣接建物・工作物・通行人等に対して損害を与えぬ

ように、必要な保護設備を計画し、監理者及び各関係者に承諾を得て実施すること。

万一損害を与えた時は、速やかに応急処置や復旧工事等を行い、これに要した費用は

自動仕分け

自動給紙

両面コピー

その他（　　　　　　　　　　）

Ａ３・Ａ４対応 Ａ４対応

監理者の指示による その他（　　　）

ＦＡＸ コピー スキャナー

自動原稿送り

Ａ３・Ａ４対応 Ａ４対応

監理者専用

監理者専用

監理者専用

受注者と共用

受注者と共用

受注者と共用

自動仕分け

その他（　　　　　　　　　　）

自動給紙

両面コピー

カラー 白黒

監理者専用

Ａ４対応

受注者と共用

監理者の指示による その他（　　　）

自動原稿送り

※プロバイダー契約は受注者負担

監理者の指示による その他（　　　）

カラー 白黒

Ａ３・Ａ４対応

Ｗｏｒｄ Ｅｘｃｅｌ ＰowerＰｏｉｎｔ

監理者専用 受注者と共用

光ケーブル回線 ＡＤＳＬ回線

機能

回線種類

給紙

機能

給紙

共用

共用

共用

共用

印刷

レーザー

機能

電話（　　）

ＦＡＸ（　　）

複合機（　　）

機種

ＯＳ

ソフト

機種

コピー機（　　）

回線（　　）

プリンタ（　　） 印刷

機種

ファイル（適宜補充

消火器

監理者事務室には、次のＯＡ環境を整備する。（  ）内は数量を示す。

上記に要する費用は、維持運営費を含め一切受注者の負担とする。

パソコン（　　）

インターネット

その他

冷蔵庫（　　） 電子レンジ（　　） 湯沸器（　　）

時計（　　）

ゴム長靴（　　） 雨カッパ（　　）

電気製品

工事用

事務用品

応接セット（　　） 洗面設備（　　） シンク（　　）

ＡｕｔｏＣＡＤ その他（　　　　　　　　）

※各種最新版とする

監理者の指示による その他（　　　）

Ｗｉｎｄｏｗｓ１０ 監理者の指示による

検査道具一式（　　） 温湿度計（　　）

筆記用具 ＯＡ用紙（適宜補充）

安全帯（　　）

懐中電灯（　　） ヘルメット（　　）

男女別）

監理者事務所等の維持保全及び美観保持の費用は、受注者の負担とする。

監理者事務所の備品等の種類及び数量は下記による。（  ）内は数量を示す。

什器

書棚（　　）

机（　　） 椅子（　　） 会議テーブル（　　）

見本棚（　　） 更衣ロッカー（　　）

上記規模の他に

会議室（受注者と共用で可、20㎡程度）

10㎡（1号程度）

65㎡（4号程度）

20㎡（2号程度）

100㎡（5号程度）

35㎡3号（程度）

工事用仮設物は構内に作ることが

できる できない

設置する 設置しない

規模等

有償

交通整理員は下記による。

構内既存施設の工事用水・工事電力の使用の可否は下記による。

工事用水

工事電力

利用不可 利用可（ 有償 無償）

屋外露出配管等は、防錆・塩害塗装を 行う 行わない　）

【追記】

吹出口 吸込口

【追記】

下記の室内に設置される機器、器具、配管、ダクト及び電線管は指定色塗装する

仕上げの色合いは、必要に応じて見本帳または見本塗り板にて工事監理者の確

取る。

室名 指定色

監理者の指示による

【追記】

塩害地域

指定有り　　機器仕様 耐塩害仕様 耐重塩害機器　）

駐車場 その他（　　　　　)　）

指定色塗装

ファンコイルユニット コンベクタ タンク・ヘッダー類

電気室

発電機室 EV機械室　）

下記の保温を施さない亜鉛めっきを施したダクト及び配管は、塗装を行わない。

機械室 倉庫 電気室 自家発室 ＥＶ機械室

10mm以上）、ガス管を 10mm以上 20mm以上）とする。

屋内で使用する塗料は原則Ｆ☆☆☆☆品とする。

下記の金属電線管は塗装を行なう。

【追記】

屋外露出 屋内露出（ 機械室 倉庫

【追記】

高圧（0.1MPa（1kg／cm2）以上）の蒸気管及び蒸気ヘッダーの保温厚は８０Ａ以下

４０ｍｍ、１００Ａ以上は５０ｍｍとする。

【追記】

断熱材被覆銅管の断熱厚さは、液管を（ 8mm　（　呼び径が9.52mm以下　）

ドレン管 弁類を含む　）

防凍保温の仕様は標準仕様書第２編３.１.４及び３.１.５とする。厚さは配管の呼び

【追記】

凍結防止ヒーターを取付ける配管は以下の範囲とし、保温材はロックウール保温

とする。

【追記】

多湿箇所は、　3.1.4空気調和設備工事の保温　の項と同様とする。

屋内露出の保温外装は、　3.1.4空気調和設備工事の保温　の項と同様とする。

は防凍保温を行う。

２５以下のものは５０ｍｍ、呼び径３２以上のものは４０ｍｍとする。

屋外露出部　（ 給水管（屋外ポンプ室内を含む） 消火管

膨張管 加湿給水管

シャワー室 脱衣室 厨房

プール ピット　）

保温の種別、材料、施工順序は、別紙「保温仕様一覧表」による。

【追記】

浴室（ユニットは除く）

保温材のグラスウール、ロックウールは、原則Ｆ☆☆☆☆品とし、その他の保温材

は、ホルムアルデヒド、ＶＯＣの発生しない製品を使用する。

【追記】

保温の種別、材料、施工順序は、別紙「保温仕様一覧表」による。

【追記】

多湿箇所は下記の場所とする｡(天井内共多湿箇所とする。)

【追記】

第8節　貫通部の処理

建築基準法令に適合する工法とする。

地中埋設標は、裸地･緑地等の舗装されていない部分においてはアルミキャップ

コンクリート杭もしくは樹脂製杭とし、舗装されている部分においては鋼製ピンとす

【追記】

以上とする。

以上とし建築基準法令に適合する工法とする。

(GL-ただし、凍結深度（　 規定あり

地中埋設標

不要

不要要（分岐及び曲り部及び直線部20ｍ毎）

管の地中埋設深さは、車両道路では管の上端より600ｍｍ以上、それ以外では300ｍｍ

大阪府知事登録 （ヘ）第14884号

株式会社ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

漏電遮断器

担当 特記 工事名

【追加】

ELCBの選定にあたり、納入機器の推奨感度電流値もしくは漏れ電流値を製造者に確認し、

設計者及び監理者に書面にて報告の上、その仕様を決定すること。当該機器類の納入

仕様書等には推奨感度電流値または漏れ電流値を記載すること。漏れ電流値によりELCB

を選定する場合、感度電流値は漏れ電流値の2倍以上とすること。

4.7.3

更衣室（ 男女兼用 男女別）

WC（ 男女兼用

特－05 機械

その他（　　　　　　　）

屋外露出配管 屋外冷却水管 雨水管

【追記】

ブラインおよび過冷却水管の保温は下記の保温とする。

ポリスチレンフォーム保温筒　150Aまでは50mm、200A以上は60mmとする。

4.7.4

ウィスカ対策

A3 ：

サーバー室など重要室の空調機用ELCBの感度電流値は、原則100mA以上の中感度形とし、

空調機には必ず接地を施すこと。また、機器メーカー変更にも対応できるよう感度電流

値可変タイプとすること。

図面名 図面番号 区分



○ ○ ○ ○ ○ ） ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ） ○ ○ ○

○

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ● ● ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ る。 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

計 ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ （ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ）

○

○ ○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ （ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

● ● ● ○ ○

○

○ ○

● ○

○ （ ○ ○ ○ ○

○

● ○ ○

○

● ○

○ ○ ○

○ ○ (b)

○ (1)

○ (2) ○ ○

○

○ (3)

○ ○ ○

● ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 要 ○

○ 要 ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ 定

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○

○ ○

○

○ ○

○ ○ ○

○

○

ー

○

(1) ○ ○

ー

○

(2) ○ ○

1.1.1

一般事項

電動弁

電磁弁

1.3.3

1.0MPa弁の耐圧は、（1.2.3.2

1.2.3.1 1.0MPa

屋内キャビネットは、ステンレス鋼板製とする。
第3節　自動制御盤

第4節　中央監視制御装置
1.4.1

第2章　施工

LONWORKS

キャビネット

第6節　機材の試験

信号伝送方式は下記による。

製造者標準

第3節　制気口及びダンパー

排煙設備の制御と監視は、（

図示による。

【追記】

第4節　総合試運転調整等

第1節　自動制御機器の取付け

第2節　盤類の取付け

第3節　配線

配線

排煙口の遠隔表示及び開放表示　（ 不要　）

火災受信機 総合操作盤 中央監視装置）にて行う。

一般事項

取り付け箇所は、下記の通りとする。

空調機出口チャンバーの分岐ダクト 図示した位置

【追記】

IPV6　）IPV4IEIEJ-G-0006：2006（

準ずる。

第1章　機材
第1節　総則

システム構成及び機能

第2節　自動制御機器

弁の耐圧は、（

ガラリに直接取り付けるチャンバー類は雨水の滞留のないように施工する｡

システム構成および機能　（　

Ｃｼｰﾙ　）

【追記】

原則としてアングルフランジ工法とする。

送風機吐出ダクト又は吸込ダクト 外気取入れダクト

内貼りを施すチャンバーの表示寸法は外法を示す。

空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及び風道系で

消音内貼りしたチャンバーには点検口を設け、大きさは図示による｡

チャンバーの消音内貼の施す場所と仕様は、

ダクトのシールは（2.2.3.4ダクトの接続）によるほか下記による。

シャワー室（脱衣室を含む）系統

コーナーボルト工法は、　（

Ａｼｰﾙ、Ｎｼｰﾙ

Ｎｼｰﾙ Ａｼｰﾙ、 Ｂｼｰﾙ、

2.2.6.5

風量測定口

【追加】

2.3.5

排煙設備の

制御と監視

クト

2.2.5

排煙ダクト

2.2.6.1

チャンバー

2.2.2

アングルフ

ランジ工法

ダクト

2.2.3

ドラフトチャンバー排気・シャワー排気のダクトのはぜ継目は、下部に設けないものと

する。

ドラフトチャンバー排気ダクトには、水抜用タッピングを設ける。

ドラフトチャンバー排気ダクトはアングルフランジ工法としシールを行なう。

厨房系統の長方形排気ダクトの板厚は、標準仕様書より１ランク厚いものを使用す

ルト工法ダ

コーナーボ

共板フランジ工法 スライドオンフランジ工

法　）　とする。

水抜管の材質、口径、仕様の詳細は、図示による。

【追記】

厨房の主ダクトの直線8ｍごと及び湾曲部等必要な箇所の側面に、清掃用点検口を

設ける。

消火ガス排出用および避圧用のダクトはアングルフランジ工法とする。

ステンレスダクト及び塩化樹脂被服亜鉛鉄板ダクトの仕様は別図による。

一般事項

一般事項

2.2.1

厨房、浴室等の多湿箇所の排気ダクトには、水抜管を設ける。

アングルフランジ工法　）　とす

コーナーボルト工法

コーナーボルト工法高圧2ダクトは、　（

高圧1ダクトは、　（

る。

遠心送風機

ばい煙濃度

1.1.4

第10節　放熱器等

第11節　送風機

【追記】

第9節　全熱交換器

図示による

第2節　温水発生機

第3節　冷凍機

1.1.3

ステンレス

1.14.13

【追加】

温度計

1.14.12

ダクト用材料

鋼板製煙道

1.14.2

1.11.1

排煙口

1.15.5

鉛鉄板ダクト

建築設備定期検査業務指導書(日本建築設備安全センター)の排煙風量の検査方法に【追加】

排煙風量測

2.3.6

第15節　制気口及びダンパー

排煙機の排煙口との連動始動及び遠隔制御と運転表示（ 不要）

防火ダンパ

風量調節ダ

1.15.7

1.15.8

1.15.10

1.15.6

ンパー

ピストンダンパー復旧弁操作方式（ 遠隔 手動 ）ピストンダ

ンパー

防煙ダンパ

【追記】

防煙ダンパー復帰方式（ 遠隔 手動 ）

定格入力はＤＣ２４Ｖ、０.７Ａ以下とする。

【追記】

外気取入用 浴室、プール用 屋外露出部　　

その他（　　　　　）

厨房系統のFDは120℃の作動温度とする。

【追記】

る。

【追記】

外気取入用 避圧用

【追記】

防食形の使用箇所

気密製ダンパーの使用箇所

手元遠隔（建築基準法の手動開放装置）遠方

連動（感知器） ）

復帰方法　（

本体　）

ワイヤー式 電気式）とす排煙口手動開放装置の開放及び復帰方式は（

第2章　施工

機器の設計用震度は、　（

第1節　機器の据付け及び取付け

図示による

1.13.4（ステンレス鋼板製ダクト）の材料で、ダクトの内側で内部空気に接する鋼板、

操作方法　（ 遠方 手元遠隔（建築基準法の手動開放装置）

低圧ダクト（長辺長さが1,500mm以下の部分）は、　（　

2.1.1

第14節　ダクト及びダクト付属品

【追記】

【追記】

制御・操作・復帰方法は下記による。

機械式）電気式制御方法　（

仕様は特記による。

塩ビコーティング エポキシコーティング

第6節　冷却塔

第7節　空気調和機

第8節　空気清浄装置

設ける。

第1章　機材

　　　　(mm)

伸縮継手、掃除口及びばいじん量測定口の位置は図示による。

下記のダクトに工業用バイメタル式温度計（目盛板外形１００φ）を取付ける。

空気調和機のサプライチャンバー、レターンダクト、外気ダクト及びレターンチャンバー

ＳＵＳ　Ａ　ダクト

テフロンコーティング

【追記】

リベット等をステンレス製とし、他の材料は1.13.2（亜鉛鉄板製ダクト）による。

長方形ダクトの板厚は、下記による。

ダクト板厚、継手、接合用材料、補強は亜鉛鉄板製ダクトの当該項目による。被覆面の

1.13.4（ステンレス鋼板製ダクト）の材料を全てステンレス製とし、他の材料は

1.13.2（亜鉛鉄板製ダクト）とする。

【追記】

ばい煙濃度計の投光器及び受光器は下記による。

ＳＵＳ　Ｂ　ダクト

第12節　ポンプ

第13節　タンク及びヘッダー

送風機付

屋外設置、厨房排気用若しくは多湿箇所設置の場合、下部に水抜き口（プラグ共）を

ダクトの種類および材質は、別紙「凡例材料表」による。

第4節　コジェネレーション装置

第5節　氷蓄熱ユニット

材質は下記による。

材質

ステンレス鋼板（冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯）

鋼板（一般構造用圧縮鋼材）

第1節　ボイラー及び温風暖房器

【追記】

別途 本工事　　　　㎡

樹脂被覆亜

1.14.14

【追加】

鋼板製ダクト

板厚は、下記による。

図面番号特記 工事名 図面名

【追記】

区分

第
４
編
　
自
動
制
御
設
備
工
事

第
５
編

給
排
水
衛
生
設
備
工
事

第
３
編
　
空
気
調
和
設
備
工
事

担当
株式会社ＮＴＴファシリティーズ

大阪府知事登録 （ヘ）第14884号
管理番号 縮尺 年月日

特記仕様書　６ 特－06 機械
大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事一級建築士事務所

【追記】

： N.S 2022年2月1HM-12-0UB-1 A1 ： N.S A3

【追記】

衛生器具附属水栓において水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。

設ける（ピット内は除く） 設けない）

手洗器は止水栓付とする。

小便器の洗浄水量は4Ｌ/回以下とし、使用状況による水量制御可能なものとする。

洋風大便器は洗浄水量が6L/回以下のものとする。

【追記】

ユニットの配管材料は、別図衛生器具ユニットの仕様表による。

第1章　機材
第1節　衛生器具

トイレ工法　 在来トイレ ユニットトイレ

小便器は自動洗浄装置及び組込みとする。

和風大便器耐火カバーを（

台所流し用の水栓は泡沫式とする。（ただし、屋外に設ける水栓は耐寒水栓とす

る。）

第2節　ポンプ
第3節　温水発生機等

第4節　タンク

【追記】

BACnet IEIEJ-P-0003：2000（ IPV4 IPV6　）

2.3.1

【追記】

JIS10K　 JIS20K

スプリンクラ設備の巻出し配管は、天井材とスプリンクラ配管の揺れによる変位を吸

収できるものとする。

巻出し配管

【追加】

第6節　厨房機器

ウェットシステム　）

調理機器及び高さ（機器背面に背立てを有するものはこれを除いた高さ）が1.0ｍ

を超える厨房機器以外で、床又は壁にアンカーボルトで固定できるよう補強及び固定

金具を備える機器は　（　 図示による　　 なし　）

図示による　）

厨房機器の仕様等　（ 図示による　　）

表5.1.7の△印は全て○印に読み替える。

【追記】

厨房機器の工事区分　　（ 本工事 別途工事　）

厨房システム　　（ ドライシステム

遮断弁　（ ナイフ仕切弁 偏心式プラグ弁 バタフライ弁

厨房機器への配管等の接続は、本工事に（ 含む 含まない　）

第7節　排水金具

第8節　桝及びふた

【追記】

衛生器具ユ

水道事業者指定品　（ 貸与品 買い取り　）

標準図ＭＣ形

第9節　雨水利用機器

厨房用熱源　（ 全電化厨房 全ガス厨房 電化・ガス併用厨房

開閉弁

図示による。　）

薬液注入装置　（ 図示による。　）

1.1.1

一般事項

1.1.2

衛生陶器及

び付属品

1.1.3

ニット

1.1.6

水栓

1.5.1

一般事項

1.5.2.1

1.6.1

一般事項

1.8.4

量水器桝

1.5.4.1

屋外消火栓

開閉弁

1.5.5.8

1.4.4

端末装置

その他（　　　）3.2mm以上

基礎の大きさは、図示（ 建築図面 機械図面

【追記】

【追記】

による。

Mpa ）とする。

Mpa ）とする。

シャワー室（脱衣室を含む）系統

第2節　ダクトの製作及び取付け

コーナーボルト工法

アングルフランジ工法　）　とす

アングルフランジ工法　）　とする。

図示による　）

使用する電線類は一般ケーブル電線とし、規格は標準仕様書第４編表４．２．１２の使用とする。

電線類の規格による。（機器、盤類は除く）

屋外・屋内露出の電線は、図面に特記のない限り金属管配線とする。

天井内隠ぺいの配線は、図面に特記のない限りケーブル配線とする。

図示による。

図示による。

第5節　計装用機材

【追記】

【追記】【追記】

JIS20KJIS10K　屋内消火栓

【追記】　Ｃｼｰﾙ　）Ｂｼｰﾙ、 周辺装置

第5節　消火機器る。 1.4.2.1

構成

図示による。

1.4.3

別途工事　）とする本工事消火器の工事区分は　（ダクトのシールは（2.2.2.3ダクトの接続）によるほか下記による。



1HM-12-0UB-1 A1 A3 2022年2月N.S：： N.S

凡例・材料表　（空調換気設備）
縮尺 年月日

大阪府知事登録 （ヘ）第14884号

株式会社ＮＴＴファシリティーズ
担当 特記 工事名 図面名

継手

５０A以下はねじ込み式管継手、６５A以上はねじ込み式管フランジ

５０A以下はねじ込み式管継手、６５A以上はねじ込み式管フランジ

亜鉛鉄板 SGCC

名　　称 材　　料　・　規　　格

亜鉛鉄板 SGCC JIS G 3302

給気ダクト （屋内一般）

弁類
耐圧

JIS G 3302亜鉛鉄板 SGCC

水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管

配管用炭素鋼鋼管（白）

配管用炭素鋼鋼管（白）

SGP-白

SGP-白

SGP-白

HIVP

名　　称

JIS G 3452

JIS G 3452

JIS G 3452

冷温水配管（往）

冷温水配管（還）

排水管

加湿給水配管

ねじ込み式排水管継手（ドレネジ）

凡例・材料表　（空調換気設備）

記　　号
配管
肉厚

弁類
耐圧

記　　号備　　考材　　料　・　規　　格

凡例・材料表　（空調換気設備）

継手
配管
肉厚

CH OA1.0Mpa配管用炭素鋼鋼管（白）（屋内一般） JIS G 3302外気取入ダクト （屋内一般）

CHR SA1.0Mpa（屋内一般） JIS G 3302SGCC亜鉛鉄板

排気ダクト （屋内一般）

還気ダクト

EA

（屋内一般）RA

―

（屋内一般）

JIS K 6742（屋内一般） 5K硬質ポリ塩化ビニル管継手（接着接合）

備　　考

特-07

図面番号

管理番号

機械
大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

区分

一級建築士事務所



2022年2月
大阪府知事登録 （ヘ）第14884号

機械

管理番号 縮尺

N.S1HM-12-0UB-1 A1 A3

担当 図面番号

年月日

保温仕様一覧表 特 - 08

区分
株式会社ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

工事名

その他特記事項 　次の※もしくは●の項目における配管・ダクト・機器等は原則として保温を行う　　（○に項目におけるにおける配管・ダクト・機器等は原則として保温を行わない）

○ 共同溝、免震ピットの保温は、空調配管はＥ2(ハ)を、空調ダクトはＫ2(ロ)を、衛生配管はe2(ハ)をそれぞれ適用する。

冷媒管の多湿箇所における保温は、通常の断熱の上からポリエチレンフィルム+SUSラッキング仕上げとする。該当する多湿箇所は「特記仕様書　３.１.４　空気調和設備工事の保温」に記載の内容に準ずる。

膨張タンクよりボイラ等への補給水管の保温は、「標準仕様書第２編３.１.４空気調和設備工事の保温」の膨張管の項による。

建物内の空気抜き管の保温は、空気抜き対象配管の保温の種別に準ずる。

屋内露出のうち（　○ 機械室　　　○ 屋内駐車場　）の配管の保温外装は、空調・衛生ともに仕様一覧表の保温外装を、（　○ ALGC＋カラー亀甲金網　）と読み替える。

屋内露出のうち（　○ 機械室　　　○ 屋内駐車場　）のダクトの保温外装は、仕様一覧表の保温外装を、（　○ ALGC化粧保温板＋ALGC粘着テープ＋カラー亀甲金網　）と読み替える。

屋内露出のうち（　○ 厨房　）の配管の保温外装は、空調・衛生ともに仕様一覧表の保温外装を、（　○ ステンレス鋼板　　○カラーガルバリウム鋼板　）と読み替える。

○ 冷媒管の保温外装に保温化粧ケースを使用する。またその使用範囲及び材質等の仕様詳細については　（　○使用範囲は図示による　　　○材質等は当該表による 　）

（　○ 厨房　　　○ 湯沸室　　　○ 　）用の天井内ダクト等の隠ぺい部の保温はｈ・(イ)・Ⅸ（ロックウール保温帯５０ｔ＋鉄線＋アルミガラスクロス＋金網）とし、範囲は図示による。

弁類は（　○ 全て　　　● ６５Ａ以上　）保温を行い、保温は成形カバーを使用する。

○

空調設備　保温仕様一覧表 衛生設備　保温仕様一覧表

系
統

A B C D E F

備考
系
統

A B C D E

天井内、屋内隠ぺい 暗渠内 屋外露出（バルコニー、開放廊下を含む）

（ピット内を含む）

F

備考屋内露出 機械室、書庫、倉庫 天井内、屋内隠ぺい 暗渠内 屋外露出（バルコニー、開放廊下を含む） 屋内露出 機械室、書庫、倉庫

（一般居室、廊下） PS内、DS内、空隙壁中 （ピット内を含む） 浴室、厨房等の多湿箇所 （一般居室、廊下） PS内、DS内、空隙壁中 浴室、厨房等の多湿箇所

○ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 Aにおいては、 ● ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 上水、雑用水、

温
水
管

（
膨
張
管
含
む

）

1． 保温筒 1． 保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 結露の恐れがないため

給
水
管

（
加
湿
給
水
系
統
含
む

）

1． 保温筒 1．

ポリエチレンフィルムは 2． 鉄線 2．

保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 加湿給水、空調用補給水

2． 鉄線 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 粘着テープ 2． 粘着テープ 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 粘着テープ 2． 粘着テープ 2． を含む

3． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 3． ポリエチレンフィルム 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． 省略する 3． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 3． 原紙 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3．

4． 4． 原紙 4． 4． 着色アルミガラスクロス 4． カラーガルバリウム鋼板 4． 4． 4． アルミガラスクロス 4． 4． カラーガルバリウム鋼板 4． カラーガルバリウム鋼板 4．

5． 5． アルミガラスクロス 5． 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． Cにおいては、空隙壁中は 5． 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5． Cにおいては、空隙壁中は

6． 6． ビニル被覆カラー亀甲金網 6． 6． 6．(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる) (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)6． 6． 亀甲金網を除くものとする 6． 6． 6． 亀甲金網を除くものとする

○ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ○ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 保温なし ポリスチレンフォーム保温材 Aは洗面器等に直結する排水

蒸
気
管

（
低
圧
蒸
気

）

1． 保温筒 1． 保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1．

排
水
管

（
実
験
排
水
系
統
含
む

）

1．

2．

3．

保温筒 1． 保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 1． 保温筒 1． 管においては保温なしとする。

2． 鉄線 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 2． 粘着テープ 2．

3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 3． 原紙 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． 3． ポリエチレンフィルム 3． Eは実験排水系統のみを

4． 合成樹脂カバー（シートタイプ） 4． 原紙 4． 4． 着色アルミガラスクロス 4． ステンレス鋼板 4． 4． 4． アルミガラスクロス 4． 4． 4． カラーガルバリウム鋼板 4． 対象とする。

5． 5． アルミガラスクロス 5． 5． 5． 5． 5． 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5．

6． 6． 6． 6． (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)6． 6． 6． 6． 6． 6．(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)

● ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ○ 保温なし 保温なし 保温なし 保温なし 保温なし 排水管の分岐点より100㎜

冷
水
・
冷
温
水
管

（
膨
張
管
含
む

）

1． 保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1．

通
気
管

1． 1．

2． 2．

1． 1． 1． 1． 以下の部分は、排水管の

2． 鉄線 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 粘着テープ 2． 粘着テープ 2． 2． 2． 2． 2． 仕様により保温を行う

3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． 3． 3． 3． 3． 3． 3．

4． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 4． 原紙 4． アルミガラスクロス 4． 着色アルミガラスクロス 4． カラーガルバリウム鋼板 4． 4． 4． 4． 4． 4． 4．

5． 5． アルミガラスクロス 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． Cにおいては、空隙壁中は 5． 5． 5． 5． 5． 5．

6． 6． ビニル被覆カラー亀甲金網 6． 6． 6． 6． 亀甲金網を除くものとする 6． 6． 6． 6． 6． 6．

○ 該当なし ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 該当なし 該当なし ○ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材

冷
水
管

（
冷
水
温
度
2
～

4
℃

）

1． 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 1． 1．

給
湯
管

（
膨
張
管
含
む

）

1．

2．

3．

保温筒 1． 保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1．

2． 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 2． 2． 鉄線 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 鉄線 2． 鉄線 2．

3． 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． 3． 3． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 3． 原紙 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3．

4． 4． 原紙 4． アルミガラスクロス 4． 4． 4． 4． 4． アルミガラスクロス 4． 4． カラーガルバリウム鋼板 4． カラーガルバリウム鋼板 4．

5． 5． アルミガラスクロス 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5． 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5． Cにおいては、空隙壁中は

6． 6． ビニル被覆カラー亀甲金網 6． 6． (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)6． 6． 6． 6． 6． 6．(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる) 亀甲金網を除くものとする

○ ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ポリスチレンフォーム保温材 ○ 保温なし 保温なし ロックウール保温材 ロックウール保温材 保温なし

ブ
ラ
イ
ン
管

1． 保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1． 保温筒 1．

排
気
筒

1． 1．

2． 2．

1． 保温帯 1． 保温帯 1． 1．

2． 鉄線 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 2． 鉄線 2． 鉄線 2． 2．

3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． ポリエチレンフィルム 3． 3． 3． 3． アルミガラスクロス 3． アルミガラスクロス 3． 3．

4． 合成樹脂カバー（シートタイプ） 4． 原紙 4． アルミガラスクロス 4． 着色アルミガラスクロス 4． ステンレス鋼板 4． 4． 4． 4． ビニル被覆カラー亀甲金網 4． ビニル被覆カラー亀甲金網 4． 4．

5． 5． アルミガラスクロス 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5． 5． 5． 5． 5．

6． 6． ビニル被覆カラー亀甲金網 6． 6． 6． 6． 6． 6． 6． 6． 6． 6．

○ 断熱材被覆銅管による保温材 断熱材被覆銅管による保温材 断熱材被覆銅管による保温材 断熱材被覆銅管による保温材 断熱材被覆銅管による保温材 Eにおいて、 ○ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 保温なし 保温なし

冷
媒
管

1． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 1． 1． 1． 1． カラーガルバリウム鋼板 1． カバー付きの配管ラック内に

雨
水
管

1．

敷設したものはCと同等 2．

として扱うものとする。 3．

保温筒 1． 保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 1． 1．

A、B、Cともにバルコニー
配管以外は遮音対策を施
すこと。

仕様は、「サンダムシート
S10×二重巻き＋ビニル
被覆カラー亀甲金網押さ
え」相当とする。

2． 2．2． 2． 2． 2． 2． 2． 鉄線 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2．

3． 3． 3． 3． 3． 3． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 3． 原紙 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． 3． 3．

4． 4． 4． 4． 4． 4． 上述配管ラックは全て高耐食 4． 4． アルミガラスクロス 4． 4． 4． 4．

5． 5． 5． 5． 5． 5． 鋼板製とし、ステップオン 5． 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5．

6． 6． 6． 6． 6． 6．(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる) (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)6． タイプとする。 6． 6． 6．

● ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 保温なし 保温なし

ド
レ
ン
管

（
全
系
統

）

1． 保温筒 1． 保温筒 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒 1． 1． 1． 1．

3．

4．

1．

2． 2．

1． 1． 1． 1．

2． 鉄線 2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 2． 2． 2． 2． 2． 2．

3． 合成樹脂カバー（ジャケットタイプ） 3． 原紙 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． 3． 3． 3． 3． 3． 3． 3．

4． 4． アルミガラスクロス 4． 4． 4． 4． 4． 4． 4． 4． 4．

5． 5． ビニル被覆カラー亀甲金網 5． 5． 5． 5． 5．Cにおいては、空隙壁中は 5． 5． 5．

6． 6．

5． 5．

6． 6． 亀甲金網を除くものとする 6． 6． 6． 6． 6． 6．

1． 1． 1． 1． 1． 1．

2． 2． 2． 2． 2． 2．

3． 3． 3． 3． 3． 3．

4． 4． 4． 4． 4． 4． ＜　ダクト等　＞ ＜　空調配管等　＞ ＜　衛生配管等　＞ ＜　空調機器等　＞

5． 5． 5． 5． 5． 5． ○ 換気ダクト ○ 放熱器廻り蒸気管及び温水管 ○ 衛生器具の付属品と見なされる器具及び配管 ○ ユニット形空気調和機及びコンパクト形空気調和機

6． 6． 6． 6． 6． 6． ● 外気取入れダクト（全て） ○ 蒸気還管 （流し下部の床上排水配管を含む） ○ 送風機

● ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 該当なし ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ● 排気用ダクト ○ 蒸気管・温水管で屋内・暗渠内の各種装置廻りの配管 ○ 給水管でポンプ廻りの防振継手、フレキシブルジョイント ○ ポンプ

一
般
ダ
ク
ト

長
方
形
ダ
ク
ト

1． 鋲 1． 鋲 1． 鋲 1． 1． 鋲 1． ○ 空調している建物内の還りダクト ○ 同上の弁、フランジ、伸縮管継手、防振継手、ＦＪ等 ○ 給水及び排水の地中又はコンクリート埋設配管 ○ オイルサービスタンク及びオイルタンク

2． 保温板 2． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温板 2． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温板 2． 2． 保温板 2． ○ 屋内外露出排煙ダクト ○ 冷凍機の冷却水管 ○ 給湯管で屋内および暗渠内配管の弁、フランジ、 ○ 空調用密閉形隔膜式膨張タンク

3． カラー亜鉛鉄板 3． アルミガラスクロス粘着テープ 3． アルミガラスクロス粘着テープ 3． 3． ポリエチレンフィルム 3． ○ 内貼りしたダクト及びチャンバー ○ ポンプ廻りの防振継手、フレキシブルジョイント 伸縮管継手、防振継手、フレキシブルジョイント等 ○ プレート型熱交換器

4． 4． ビニル被覆カラー亀甲金網 4． ビニル被覆カラー亀甲金網 4． 4． 鉄線 4． ○ 断熱材付フレキシブルダクト及びたわみ継手 ○ 各種タンク類のオーバーフロー管およびドレン管 ○ 保温付被覆銅管 ○

5． 5． 5． ○ エア抜弁以降の配管及び排泥弁以降の配管 ○5． 5． ガルバリウム鋼板 5． 排水管で暗渠内配管（ピット内を含む） ○

6． 6．

○ 屋外露出の煙道及び煙突

外壁開口部から2ｍの部分の排気用ダクト ○ 油管 ○ 排水管で屋外露出配管及び耐火二層管6． 6． ○

● ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材 該当なし ｸﾞﾗｽｳｰﾙ保温材及びﾛｯｸｳｰﾙ保温材

●

鉄線一
般
ダ
ク
ト

ス
パ
イ
ラ
ル
ダ
ク
ト

1． 保温帯 1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温帯 1． 1． 保温帯 1．1．

2．2． 鉄線 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2．

3． カラー亜鉛鉄板 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3． ビニル被覆カラー亀甲金網 3．

2．

4． 4． 4． 4． 4． 鉄線 4．

3． ポリエチレンフィルム 3．

（全熱交換機器系統の排気を含む） ○ フリークーリングを行う系統の冷却水管 ○ エア抜弁以降の配管及び排泥弁以降の配管 ○ 消火用呼水タンク

5． 5． 5． 蒸気還管で人体との接触可能な箇所 ○5． 5． ガルバリウム鋼板 5． ○ 給湯用密閉形隔膜式膨張タンク

6． 6．

○ ドラフトチャンバー排気ダクト ○

6． 6． ○ 安全キャビネット排気ダクト ○ 蒸気還管で機械室内 ○ 屋外露出の消火管（仕様は給水管と同等とする） ○ 屋外露出の排気筒

○ 該当なし 該当なし ロックウール保温材 該当なし 該当なし ○ 全熱交換ユニット用のダクト全て ○ 蒸気還管で凍結の恐れのある箇所 ○ 屋内露出の乾式のスプリンクラー巻き出しフレキ ○

排
煙
ダ
ク
ト

長
方
形

1． 1． 1． 鋲 1． 1． 1． ○ 空調エリアを通過する"外気雰囲気空気を扱うダクト" ○ ＡＣドレンパイプによるドレン管 （仕様はロックウール保温帯＋亀甲金網とする） ○

2． 2． 2． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温板 2． 2． 2． （外気取入、排気、パス等を含む全ての系統） ○ 保温材付金属強化ポリエチレン管による冷温水管 ○ ○

3． 3． 3． アルミガラスクロス粘着テープ 3． 3． 3． ● 給気用ダクト ○ ○ ○

4． 4． 4． 4． 4． 4．

5． 5． 5． 5． 5． 5．

6． 6． 6． 6． 6． 6．

1． ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温帯

○ 該当なし 該当なし ロックウール保温材 該当なし 該当なし

排
煙
ダ
ク
ト

円
形

1． 1．

3．

1． 1． 1．

2． 2． 2． アルミガラスクロス粘着テープ 2． 2． 2．

3． 3． 3．

4． 4．

3． 3．

4． 4． 4． 4． ○

5． 5． 5．

6．

●5． 5． 5．

6． 6． 6． ○6． 6．

1．

○

1． 1．

2．2． 2．

○1． 1． 1．

2． ○2． 2．

3． 3． 3． 3．

4．

3． 3．

4． 4． 4． 4． ○

5． 5． 5．

4．

6．

○5． 5． 5．

6． 6． 6． ○6． 6．

： N.S ：

特記 図面名

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

保温施工個所 　次の※もしくは●の項目における配管・ダクト・機器等は原則として保温を行う　　（○に項目におけるにおける配管・ダクト・機器等は原則として保温を行わない）

○ 外壁開口部から1ｍの部分の排気用ダクト ○ ○ 通気管（排水管の分岐点より100㎜以下の部分を除く） ○

● 外壁開口部から2ｍの部分の外気取入ダクト ○ 冷水、冷温水タンクのドレン管の第一バルブまで ○ 消火管

○ 外壁開口部から2ｍの部分の換気ダクト ○ 保温付被覆銅管 ○ 厨房機器及びガス湯沸器廻りの給水、排水及び給湯管 ＜　衛生機器等　＞

○ ポンプ○ 非空調エリア内における空調エリア系統の排気ダクト ○ ドレン管で屋外露出配管及び耐火二層管 ○ 各種タンク類のオーバーフロー管及びドレン管

(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる) (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)

(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる) (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)

(FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる) (FL+2000より上部はSHASE-S 010-2013に準ずる)

ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温帯







記 号

凡　例

適　　　用名　　称 備 　考

既設複合盤

新設ケーブル配線 天井内ころがし

穴あけ補修 ５０φ 新設

１φ　３Ｗ

火災停止信号
（火災受信機より）

電灯分電盤（Ｌ－１Ｃ）　結線図（改修）

火災停止用マグネットスイッチ（新設）

（注記）

（１）図中の薄線部分は既設を示し、濃線部分は改修個所を示す。

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（既設ダクト内入線）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＨＰ１．２－２Ｃ（天井内ころがし）

Ｍg
ＴＳ換気扇電源

タイムスイッチ（新設）

１階 平面図 （改修）　1/200

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

電気

A1: A3:1 1200 400 2022年  3月

動力設備　１階平面図（改修） E-01
大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

図面名 図面番号 区分特記 工事名担当

縮尺 年月日管理番号
1HM-12-0UB-1

１

２

ＴＲ

３

５４

イ ロ

ニ

ヘ

ハ

ホ

ＭＣＣＢ３Ｐ
１００ＡＦ
１００ＡＴ

予備

予備予備



工　　　事　　　概　　　要 付　　近　　見　　取　　図 －

1/800配　　　置　　　図

施設名称

所 在 地

工事内容

電話番号

一般事項

電話番号大阪市東住吉区長居公園1-23 ６６９７-６２２１

大阪市立自然史博物館　本館

講堂系統空気調和機更新工事に伴う機械設備工事一式

 1,

 2,

 8,

 9,

10,

規制が予想される為、事前に施設側と充分な打合せのうえ施工すること。

本工事は、施設運営中の工事であり、施設営業、諸行事により作業時間、作業場所、工事騒音、その他

車両入場において、施設周辺道路の規制等を順守し、工事車両の進入及び工事に際し近隣住宅、施設利用者

等の安全について充分に注意すること。

別契約の関連する工事との施工時期及び施工の取合い等は、別途契約受注者と充分な打合せを行うこと。

ないよう相互に工事上の配慮・協力を行うこと。

 1,

 2,

 3,

高所や天井などに取り付ける資機材については落下の危険性に特に注意すること。

仮囲いなどは容易に開閉ができないようにすること。

工事期間中に施設利用者が使用する範囲での施工について ( 注意事項 )

工事工程については、実施工程表を作成し、施設関係者及び監督職員に承諾を得た上で施工を行うこと。 4,

状態で残置しないこと。

施設等が他受注者と別途契約した工事と、本工事の工事期間が重複する場合においては、それぞれの工事の妨げとなら

工事の着手に先立ち現場調査及び実測を行うこと。その結果、設計図書によることが困難若しくは不都合が生じた場合は、監督職

作業終了後には、工具や資機材を施設利用者が使用する範囲内に残置しないこと。また、機器、配線、配管等を仮止めや半固定の

使用中の施設で夜間や休日に施工する場合など、工事範囲と工事期間中に施設利用者が使用する範囲が重なる工事においては、

本工事に伴う関係法令、法規による手続きが必要な場合は、速やかに行い、その費用も本工事に含むものとする。

 3,

 4,

 5,

 6,

 7,

員に通知すること。

既設建築物及び設備等に傷を付けないよう注意し、万一破損した場合は、速やかに原形復旧すること。

安全対策については、現場の状況に応じて適切な方法を講じること。

受注者は、保護帽を着用のこと。また、腕章・名札等により工事関係者であることを明確にすること。

工事車両駐車場及び資材置き場については、監督職員と協議のうえ決定し、使用後は原状に復旧すること。

特に安全管理の徹底を図り、以下のような点について留意すること。

Ｎ
田辺中

今回工事場所

自然史博物館

長居公園

：今回工事範囲を示す。

Ｂ１階 機械室

Ｎ 公園内道路

公道

自然史博物館花と緑と自然の情報センター

自然史博物館花と緑と自然の情報センター

Y
L

Y1
4

X8 X12

X13

Y1
4

Y1
0

Y
4

Y
5

Y
1

X1

X4

X7

25,300

48,100
22,800

2
5
,
0
0
0

7
,
2
0
0

2
3
,
4
6
0

7
5
,
9
9
0

2
0
,
3
3
0

28,000

5,600

3,000

2
1
°

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

L

I

K

J

H

A

B

C

D

E

F

G

10 11 12 13 14 15 16 17 181 2 3 4 5 6 7 8 9

〃 〃5,800 5,800

100,300

5,
80

0
5,

80
0

63
,8

00

１階 講堂

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

工事概要・付近見取図・配置図

2022年  2月

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　1HM-12-0UB-1

M-01

1/16001/800



記　号 機 器 名 称

ユニット形空気調和機AHU
3 （１階講堂系統）

形　　式 ： 水平型エアハンドリングユニット

能　　力 ： 冷却能力 107.0kW　　加熱能力 100.0 kW

風　　量 ： 給気 9,000 m ／h

相 電圧(V) 電気容量（kW）極数 台数 設置場所仕　　　　　　　　　様

14

3

Ｂ１階機械室

備　　　　　考

既設コンクリート基礎

機外静圧 ： 750 Pa

冷　　水 ： 入口温度 7℃、出口温度 12℃

温　　水 ： 入口温度 55℃、出口温度 50℃

            給水量：2.4L/min

冷温水量 ： 307 L/min(冷却)　/　287L/min(加熱)

　　　　　　静圧損失 27.0kPa(冷却)　/　24.1kPa(加熱)　

加 湿 器 ： 水気化式加湿器　　有効加湿量：50.0kg／h 

冷温水コイル：（冷房）：入口 32.4℃（DB）、24.2℃（WB）

　　　　　　　　　　　　出口 13.6℃（DB）、13.1℃（WB）

　　　　　　　（暖房）：入口 8.5℃（DB）、5.0℃（WB）

　　　　　　　　　　　　出口 41.8℃（DB）、18.5℃（WB）

フィルター： 中性能フィルター１．５段ｘ２列

3 機外静圧 ： 410 Pa 3 200 3.7kW

（RAFAN）

3 200

（SAFAN）

機器表（新設）

排気送風機
1
FE 天井換気扇

１５０φｘ２５０ｍ3／ｈｘ１６０Ｐａ

付属品：換気扇用プログラムタイマー（２４ｈ）スイッチ

11 100 62W - １階講堂

（１階講堂系統）

1
FU

風　　量 ： 還気 9,000 m ／h

風量　9,000 m ／h3 1 Ｂ１階機械室

フィルターＢＯＸ　１０００Ｗｘ７００Ｈｘ２００Ｄ

プレフィルターｘ４枚　　JIS重量法 82％

プレフィルター寸法：５００ｘ５００

7W2001

            ドレンパンSUS製

（１階講堂系統）

フィルターユニット

搬入時：５分割搬入

機内静圧 ： 401 Pa

5.5kW

※ 既設中央監視盤の総合試験を行うこと。

　　　　　　 JIS比色法 65％

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　機器表（改修）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-02

NSNS

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　



図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　ダクト系統図（改修）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-03

NSNS

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　

(　)

《　》

２階第１・３階第３収蔵庫系統空調機

AHU
4

▲

VD
1000×500

たわみ継手

SAチャンバー（内貼50t）
1200×700×500H

VD
1000×500

既設ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎上に設置

（次期工事）

（収蔵庫系統排気ファン）

（ホール系統空調機）
Ｂ１階機械室給気ファン

（展示室系統空調機） １階講堂系統空調機

AHU
3

▲▲

VD VD

▲▲

SAチャンバー（内貼50t）
900×600×500H

700×400
VD

700×400 700×400

たわみ継手 MD

VD

既設ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎上に設置

ダクト系統図（改修）
（新設）

FU
1

（新設）

700×250(ﾊﾞｲﾊﾟｽﾀﾞｸﾄ)

（第２・４展示室系統空調機）

(700×400)

風量250ｍ3/ｈ　開口率35%
ﾄﾞｱｶﾞﾗﾘ撤去新設:700x250

24時間換気ｽｲｯﾁ

200x200
▲ ▲

VC150φ(深形･SUS･FD付き･防虫網)

150φ

FE
1

（新設）

150φ

第１収蔵庫

第３収蔵庫 第４収蔵庫

第２収蔵庫

講堂

16
,5

00

(1000×500)
(1000×500)

▲

(700×400)

700×400

MD

▽B1F

▽1F

▽2F

▽3F

MD
800×500

MD
1000×500

MD
1000×500

（新設）

CD

CD

CD

＜凡例＞

・　　　は既設ダクト等を示す。

・　　　は既設ダクト等撤去を示す。

・　　　は既設ダクト等放棄を示す。

・　　　は工事中配管等を示す。

・★印はダクト分岐を示す。

・☆印はダクト閉塞を示す。

・▲印はダクト接続を示す。

・△印はダクト切断を示す。

・　　　は次期工事を示す。

※第１・３収蔵庫系統更新工事は、次期工事とする。
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図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　Ｂ１階平面図　ダクト（改修）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-04

1/2001/100

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　

DS

DS
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EVﾎｰﾙ

倉庫

電気室自家発電機室

倉庫

工具室

石工室

倉庫

展示品製作室

機械室

休憩室

UP

宿直室

A
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8
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MD2

MD1

PB

SV

HM

RA
SA

DR
DR

DR
AF

CH

CO

13

5,800

12

A - A' 断面詳細図 （改修）　1:50

VD

SAチャンバー（内貼50t）

たわみ継手

700×400

900×600×500H

VD
700×400

たわみ継手

VD
700×400

AHU
3

講堂系統

（新設）

風量測定口

1
FU

700×400
VD

MD
700×250

ﾊﾞｲﾊﾟｽ
700×250

OA 700×400

EA 700×400

S
A
 
7
0
0
×

4
0
0

RA 700×400

風量測定口

たわみ継手 たわみ継手

▲

▲
▲

▲

A'

EA

EA

EA

EA

E
A

E
A

E
A

E
A

E
A

E
A

SA

SA

SA

S
A

S
A

SA

SA

SA SA

SA

OA

OA

OA

OA

O
A

O
A

O
A

O
A

O
A

O
A

OA

RA

RA

RA

RA

R
A

RA

RA

(700×400)

(800×450)(FD)

(FD)

(
4
5
0
×

4
5
0
)

(600×500)

(
6
0
0
×

8
0
0
)

(FVD)(FD)

(VD)

(VD)(700×400)

(
1
5
0
0
×

8
0
0
)

(2200×1000)(上)

(1400×700)(下)

(1700×1000) (1500×1000) (900×1000)

(1
00

0×
85

0)

(
7
0
0
×

4
0
0
)

(
8
0
0
×

5
0
0
)

(
7
0
0
×

4
0
0
)

(
7
0
0
×

4
0
0
)

(
7
0
0
×

4
0
0
)

(
1
0
0
0
×

5
0
0
)

(700×1200)

(
2
4
0
0
×

1
0
0
0
)

(
7
0
0
×

4
0
0
)

(
7
0
0
×

4
0
0
)

(400×700)

(700×400)

(
1
4
0
0
×

4
5
0
)

(700×400)

(
1
0
0
0
×

4
0
0
)

(1000×400)

(700×700)

(
1
0
0
0
×

4
0
0
)

(700×700)(
4
0
0
×

3
0
0
)

(
1
8
0
0×

8
0
0
)

(700×550)

(300×300)

(
1
8
0
0×

6
0
0
)

(1500×700)

(1000×500)
(1100×700)

(7
00

×
40

0)

(1000×500)

(FD)

(FD)

(FD)

(FD)

(MD)
(VD) (VD)

(MD)
(VD)

(VD)

(VD)

(VD)

(VD)

(VD)

(VD)

(VD)
(VD)
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(1000×500)(下)
(1800×700)(上)

既設ダクトフランジ部に再取付
(×2)

機器搬入ピット（2200×5500）
ｺﾝｸﾘｰﾄﾋﾟｯﾄ蓋（900×2700）６枚
機器搬入後、再設置

既設ダクトフランジ部に再取付
(×2)

600×800
再取付

800×450
再取付

既設ﾌｨﾙﾀｰﾎﾞｯｸｽ再取付

EA

O
A

▲▲
▲

S
A

R
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▲
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1000×5001000×500

700×400

MD
VD

（清掃を行う）

1000×500

▲

▲

▲▲

700×400 700×400

VD

VD

VD

B1階 平面図 （改修）　1:100

SA
▲

ホール・研究室系統 展示室系統第２収蔵庫系統

EA

SA

S
A

RA

RA

(
6
0
0
×

9
0
0
)(1200×400)

(1200×400)

(VD)(VD)

SAチャンバー（内貼50t）
1200×700×500H

AHU
4

第１・３収蔵庫系統

AHU
3

講堂系統

（新設）

(ﾊﾞｲﾊﾟｽﾀﾞｸﾄ)
700×250

VD

A

SAチャンバー（内貼50t）
VD

(VD) (VD)

900×600×500H

700×400

(
8
0
0
×

3
0
0
)

(1200×700)

MD

＜特記事項＞

１．既設コンクリート基礎は再利用とする。

２．上部の改修範囲には、内部仕上げ足場(脚立足場)を設置すること。

３．図中の既設ダンパー位置及びダクトは参考とし、既設調査・動作確認を行い監督員

　　に報告すること。（調査に必要な仮設足場及びダクト外装ボードの取外し共）

４．新設機器は搬入ピットより分割搬入とする。(分割寸法：1500W×2200H×3000D以下)

５．給気ダクトの保温仕様は、機械室仕様とし、還気ダクトの保温・塗装は不要とする。

(　)

《　》

＜凡例＞

・　　　は既設ダクト等を示す。

・　　　は既設ダクト等撤去を示す。

・　　　は既設ダクト等放棄を示す。

・　　　は工事中配管等を示す。

・★印はダクト分岐を示す。

・☆印はダクト閉塞を示す。

・▲印はダクト接続を示す。

・△印はダクト切断を示す。

・　　　は床ベニア養生を示す。

・　　　は次期工事を示す。

MD

MD

MD

MD新設(次期工事)

MD新設(次期工事)

MD新設(次期工事)

※第１・３収蔵庫系統更新工事は、次期工事とする。

（新設）

（次期工事）
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株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　Ｂ１階平面図　配管（改修）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-05

1/2001/100

(　)

《　》

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事
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B1階 平面図 （改修）　1:100
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講堂系統空気調和器

第１・３収蔵庫系統空気調和器
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（新設）
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立下がりにて既設管に接続

立下がりにて既設管に接続 50
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ｴｱ抜き弁20Ax2
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50立下がりにて既設管に接続

立下がりにて既設管に接続

65

50

▲

▲

▲

▲ ▲

▲ ▲

▲

A

▲

A
▲

▲

三方弁装置組立要領図

　　　同径とする。

ﾊﾞｲﾊﾟｽ管

短絡管

注記：ｽﾄﾚｰﾅｰ及び返り主管のBAVは、主管と同一寸法とし、

　　　ﾊﾞｲﾊﾟｽ管、短絡管及び同用BAVは、三方弁の接続口径と

32

32

65・5065・50

65・50 65・50

既設間接排水に接続

GV20

32

20

32

32
20

既設間接排水に接続

＜特記事項＞

１．上部の改修範囲には、内部仕上げ足場(脚立足場)を設置すること。

２．給水・冷温水（往・還）管の保温仕様は、機械室仕様、排水管は塗装仕上げとし、

　　エア抜き管は保温・塗装は不要とする。

＜凡例＞

・　　　は既設管等を示す。

・　　　は既設管等撤去を示す。

・　　　は既設管等放棄を示す。

・　　　は工事中配管等を示す。

・★印は配管分岐を示す。

・☆印は配管閉栓を示す。

・▲印は配管接続を示す。

・△印は配管切断を示す。

・　　　は次期工事を示す。

　

GV20

GV20

32

(20VA)

(20VA)

20HI

▲

▲

＜次期工事＞

※第１・３収蔵庫系統更新工事は、次期工事とする。

（新設）

（次期工事）

瞬間流量計 1

瞬間流量計 1
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株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所
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換気設備　１階平面図（改修・撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1
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大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事
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ＢＯＸ５００ｘ５００ｘ４００Ｈ

（消音内貼２５ｔ）

１

風量　２５０ｍ3/ｈ

制気口（新設）

（シャッター・フィルター付）

風量250ｍ3/ｈ　開口率35%
ﾄﾞｱｶﾞﾗﾘ撤去新設:700x250

既設EAG200x200に接続

風量250ｍ3/ｈ　開口率35%
ﾄﾞｱｶﾞﾗﾘ撤去新設:700x250

(新設)
1
FE

150φ

配管・配線（別途電気設備工事）

換気扇用プログラムタイマー（２４ｈ）スイッチ（電気設備に支給）

200x200

金網１５０φ（ＳＵＳ・防虫網）

(200x200)

▲

▲

１階 平面図 （撤去）　1:100

200x200
たわみ継手 (撤去)

200x200

EAG200x200

△

△

１階 平面図 （改修）　1:100

ｺﾝｸﾘｰﾄはつり(X線探査共)

＜特記事項＞

１．空調機停止時の臭気対策として換気ファンを設置すること。

２．シックハウス換気量０．３回／ｈ以上の風量を確保すること。

＜凡例＞

・　　　ははつり補修箇所を示す。

・　　　は既設ダクト等を示す。

・　　　は既設ダクト等撤去を示す。

・▲印はダクト接続を示す。

・△印はダクト切断を示す。

　

FD 150φ

CD 200x200

CD 150φ

CD 150φ
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自動制御設備　計装図（１）

2022年  2月1HM-12-0UB-1
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大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　

１ 空調機制御

記　号

ＡＣＵ－ＳＢ－８

組数

１講堂

系　統　名 系統制御盤

空調制御盤

ＭＳ

ＦＡＮ

ＭＤ

Ｗ

ＭＳ

ＥＡ
ＦＡＮ

Ｒｙ

ＴＲ

更新前

ＯＡ

制　御　内　容

１．室内温度検出による冷水、温水コイルの

２．還気湿度検出により、加湿ＯＮ／ＯＦＦ制御

　　シーケンス比例制御

３．フィルター差圧警報、巻取完了

：撤去／更新範囲を示す

ＭＶ３

ＣＨ

Ｃ

Ｚ６－４０

状態・故障※中央監視ＲＳ盤へ

Ｒｙ

警報

発停・状態・故障

※中央監視ＲＳ盤より

ＭＤ

Ｒｙ
送風ﾊﾞｲﾊﾟｽ切換ＳＷ

（夏：開、冬：閉）

ｄＰ１

ＦＡＮ

Ｍ１Ｄ

ＥＡ
ＦＡＮ

Ｒ

ＯＡ

ＭＥ２Ｖ３

ＣＨ

Ｃ

状態・故障※中央監視へ

Ｒ
警報

発停・状態・故障

※中央監視ＲＳ盤より

ＭＤ

Ｒｙ
送風ﾊﾞｲﾊﾟｽ切換ＳＷ

（夏：開、冬：閉）

ＳＡ ＲＡ

※１（インターロック）

☆

ＴＲ

ＡＣ２４Ｖ１

☆

ＤＣ

ＤＣ２４Ｖ２

１☆

※１

ｄＰ１

ＴＨＥ１

☆２

ＤＯ

ＤＤＣ

ＡＩＡＯＤＩ
ＯＰ

１☆

加湿器

１☆

ＴＨＥ１

☆２

制　御　内　容

１．室内温度制御

　　室内温度（平均）が設定値となるように、冷温水３方弁の比例制御を行う。

室内温度（平均）

（℃）

弁開度（％）

１００

０

設定値

比例帯

冷温水弁

弁開度（％）

１００

０

設定値

比例帯

冷温水弁

（温水） （冷水）

２．室内湿度制御

　　室内湿度（平均）が設定値となるように、加湿弁のＯＮ／ＯＦＦ制御を行う。

室内湿度（平均）

（％ＲＨ）

加湿弁

ＯＮ

ＯＦＦ

設定値

動作隙間

　　なお、暖房時のみ本制御を有効とする。

　　室内温度（平均）は講堂前方・後方の２計測より演算する。

室内温度（平均）

（℃）

　　室内湿度（平均）は講堂前方・後方の２計測より演算する。

３．インターロック制御

　　空調機停止時のインターロック制御

　　（対象：外気ダンパ、冷温水３方弁、加湿器）

４．目詰まり監視制御

　　微差圧スイッチにより、フィルター目詰まりの監視を行う。

５．加湿器乾燥制御（電気設備工事）

　　加湿器の臭気発生防止を目的とし、空調機停止操作後

　　一定時間は加湿器を停止し乾燥運転を行う。

　　乾燥運転回路（残留運転回路）は電気設備工事とする。

　・空調機の残留運転回路は電気工事とする。

（注記）

　・空調機の発停は中央監視から行うものとする。

　・冷／暖切替はＯＰにて行うものとする。
講堂

更新後

記　号

ＡＨＵ－３

組数

１講堂

系　統　名 系統制御盤

ＲＣＰ－Ｂ１－１

１組

※中央監視ＲＳ盤へ

※中央監視ＲＳ盤へ

ＨＢＣ

ＳＡ ＲＡ

講堂

ＤＣ

ＴＨ

室内温湿度計測

ＥＴ４

機器のみ撤去・更新

ＤＣ

ＴＨＥ

室内温湿度計測

※中央監視ＲＳ盤へ

ＤＳ

ＤＳ

※中央監視ＲＳ盤へ

（サーモケース組込）

（サーモケース組込）

ＴＭ

：新設

：既設流用



２ 自動制御機器表

記　号 名　　　称 型　　　番 備　　　考

Ｒ

ＴＲ

ＤＣ

ＤＤＣ

補助リレー

電源トランス

ＰＢＡ１５Ｆ－２４ＸＰＥＧ

ＢＮＡＭ１１００

ＲＹ

ＴＡ－２５ＥＰ

ＤＣ２４Ｖ

ＡＣ２４Ｖ（３２ＶＡ）

直流電源装置

デジタル式コントローラ

ＳＷ 切換スイッチ －

Ｍ１Ｄ ダンパ用モータ ＯＮ／ＯＦＦＭＡ－１－Ｎ－２４

ＭＥ２Ｖ３ 電動３方弁 ＶＭ５４３０Ｆ１０ 比例

ＴＨＥ１ 室内用温湿度検出器 ＥＤＹ１１ＴＨ－Ｒ 出力：温度Ｐｔ１００Ω、湿度：０～１０Ｖ

ｄＰ１ ＣＬ１４空調微差圧スイッチ

ＯＰ 液晶表示設定器 －

■自動制御機器表

３ 自動制御弁一覧表

４ 自動制御盤一覧表

ＡＨＵ－３ ＣＨ／Ｃ ＭＥ２Ｖ３ 冷温水 ３８.９３０ ５０ １３０７

系　統　名 流　体記　号
流　量

（Ｌ／ｍｉｎ）

ΔＰ

（ＫＰａ） ＣＶ値

口径

（Ａ）
個数

流　量

（Ｋｇ／ｈ）

－

計算
備　考

■自動制御弁一覧表

Ｐｉ

（ＫＰａ）

－

参　考　寸　法　（ｍｍ）

※寸法は参考とする。

盤　名　称
Ｗ Ｈ Ｄ

収　　納　　系　　統 備　考

ＲＣＰ－Ｂ１－１ ７００ １２００ ２５０ 空調機制御（２）：講堂系統

■自動制御盤一覧表

※指定色塗装

ＴＭ タイマーリレー

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

自動制御設備　計装図（２）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-08

NSNS

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事
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■ 凡例（平面図）

天井内隠蔽部は、ケーブルコロガシとする。

屋内露出部は、ねじなし電線管を使用する。

名　　称

天井内コロガシ配線

自動制御盤

プルボックス

露出配管

動力盤

シンボル

はつり

壁面立下げ部は、メタルモールを使用する。

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

配管

（ＭＭＢ）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

ロールフィルター

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥ

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥ

ＥＭ－ＣＥＥ

ＥＭ－ＣＥＥ

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥＳ

２ － ７Ｃ × １

２ － ３Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ３Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

配線

ＴＥＤ１

シンボル 名称

ＴＨＥ１

ＭＥ２Ｖ３

Ｍ１Ｄ

加湿器

ＴＤ１

ｄＰ１

展
示

室

ホ
ー

ル
・

研
究

室

第
１

・
３

収
蔵

庫

講
堂

系
統

１

２

ＥＭ－ＣＥＥＳ （Ｅ５１） ＴＨＥ１

ＥＭ－ＣＥＥ （Ｅ３１） ＩＮＴ

２ － ７Ｃ × ２

２ － ２Ｃ × ２

B1階 平面図

AHU
３

講堂系統

（新設）
ＲＣＰ－Ｂ１－１

Ｍ１Ｄ（ＯＡ）

加湿器

Ｍ－Ｂ１Ａ－２
（既設）

ＭＥ２Ｖ３

Ｍ１Ｄ（ﾊﾞｲﾊﾟｽ）

１

（新設）

２

ｄＰ１
ＲＳ盤へ

（既設配線流用）

Ｐ．Ｂ４００×４００×３００Ｈ

既設孔利用

ＲＳ盤へ

（既設配線流用）

ｄＰ１

Ｐ．Ｂ４００×４００×３００Ｈ

DS

DS

EV

EVﾎｰﾙ

倉庫

電気室自家発電機室

中央監視盤室

工具室

石工室

倉庫

展示品製作室

休憩室

UP

宿直室

機械室

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

自動制御設備　Ｂ１階平面図（改修）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-09

1/2001/100

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　



ＴＨＥ１（ＡＨＵ－３）

ＴＨＥ１（ＡＨＵ－３）

※サーモケース(指定色塗装)収納（新設）

既設ＴＨは機器のみ撤去・更新

ＴＨＥ１

Ｐ．Ｂ４００×４００×３００Ｈ

既設孔利用

１

ＥＭ－ＣＥＥＳ （Ｅ３１） ＴＨＥ１２ － ７Ｃ × １

1階 平面図

ポーチ

EV

U
P

UP

UP
第2展示室

DS

UP U
P

PS DS

DN EVﾎｰﾙUP
DSﾎｰﾙ

EV
荷別室

DS DS

講堂
UP

ﾄﾗｯｸﾔｰﾄﾞ

電話交換室

DN

総合案内
社員室

更衣室

実習室 集会室(集会場) 会議室 事務室

救護室

便所

浴室

脱衣室湯沸室

応接室

書庫

休憩室
館長室

前室

暗室

電顕X線室

前室
便所

女子

便所

男子
警備員室

ｺﾞﾐ置場(1)

ｺﾞﾐ置場(2)

ﾐｭｰｼﾞｱﾑｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

風除室 玄関ﾎｰﾙ

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝﾎｰﾙ

倉庫

女子便所 男子便所

機械室

DS

第１展示室

ＳＰアラーム弁

L
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D'
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,
2
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5
,
8
0
0

C'

7
0
0

※サーモケース(指定色塗装)収納（新設）

１ ×２

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

自動制御設備　１階平面図（改修）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-10

1/4001/200
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ACU
SB-8 （１階講堂系統）

形　　式 ： 水平型エアハンドリングユニット

冷　　水 ： 入口温度 7℃、出口温度 12℃

温　　水 ： 入口温度 55℃、出口温度 50℃

風　　量 ： 給気 9,000 m ／h

能　　力 ： 冷却能力 92,000kcal/h　加熱能力 86,000kcal/h

機外静圧 ： 60mmAq　機内静圧　：　27mmAq

3 200

13 200 5.5kW

（SAFAN）

（RAFAN）

2.2kW

Ｂ１階機械室

相 電圧(V) 電気容量（kW）極数 台数 備　　　　　考設置場所仕　　　　　　　　　様

3

記　号

機器表（撤去）

機 器 名 称

ユニット形空気調和機

加 湿 器 ： 加圧ポンプ水スプレー式　50L/h

フィルター： 活性炭フィルター（フィルターＢＯＸ共）

0.035kW

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　機器表（撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-11

NSNS

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　



図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　Ｂ１階平面図　ダクト（撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-12

1/2001/100

(　)

《　》

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事
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電気室自家発電機室

倉庫

工具室

石工室

倉庫

展示品製作室

機械室

休憩室
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宿直室
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＜特記事項＞

１．空調ダクトのフランジパッキン部にアスベスト含有の可能性があるため、

　　含むと想定し、飛散防止措置を行い関係法令に従い適切に処理を行うこと。

２，工事中棚等の移設を行う。（監理者と協議を行う）

＜凡例＞

・　　　は既設ダクト等を示す。

・　　　は既設ダクト等撤去を示す。

・　　　は既設ダクト等放棄を示す。

・　　　は工事中配管等を示す。

・★印はダクト分岐を示す。

・☆印はダクト閉塞を示す。

・▲印はダクト接続を示す。

・△印はダクト切断を示す。

・　　　は次期工事を示す。　
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（次期工事）

第１・３収蔵庫系統講堂系統

B1階 平面図 （撤去）　1:100

(×2)
機器搬入ピット（2200×5500）
ｺﾝｸﾘｰﾄﾋﾟｯﾄ蓋（900×2700）６枚
機器搬入後、取外し ﾌｨﾙﾀｰﾎﾞｯｸｽ取外し

ダクトフランジ部にて取外し
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※第１・３収蔵庫系統更新工事は、次期工事とする。

MD撤去(次期工事)

（撤去）

はダクト等撤去を示す。

断面図 （撤去）　1:100

（撤去）
ACU
SB-8（撤去）

MD
700×250

700×250

活性炭ﾌｨﾙﾀｰ(ｱﾏｸﾞﾗｽ+P型活性炭20t)



図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

空調設備　Ｂ１階平面図　配管（撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-13

1/2001/100

(　)

《　》
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展示品製作室
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宿直室

機械室

DS

DS

EV

EVﾎｰﾙ

倉庫

電気室自家発電機室

＜特記事項＞

１．冷温水配管の保温外装材にアスベスト含有の可能性があるため、

　　含むと想定し、飛散防止措置行い関係法令に従い適切に処理を行うこと。

＜凡例＞

・　　　は既設管等を示す。

・　　　は既設管等撤去を示す。

・　　　は既設管等放棄を示す。

・　　　は工事中配管等を示す。

・★印は配管分岐を示す。

・☆印は配管閉栓を示す。

・▲印は配管接続を示す。

・△印は配管切断を示す。

・　　　は次期工事を示す。　
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B1階 平面図 （撤去）　1:100
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＜次期工事＞

※第１・３収蔵庫系統更新工事は、次期工事とする。

（次期工事）
（撤去）



図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

自動制御設備　系統図　（撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-14

NSNS

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　

自動制御設備 系統図 （撤去）

自動制御機器、配管配線の撤去を示す。

【凡例】



（撤去）

（撤去）

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

自動制御設備　Ｂ１階平面図（撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-15

1/2001/100

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　

B1階 平面図
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倉庫

電気室自家発電機室

中央監視盤室
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２

０．９ （Ｅ１９）ＥＭ－ＦＣＰＥＥ 監視－ ５Ｐ × １

１

ＥＭ－ＣＥＥＳ ３Ｃ × １ （Ｅ２５） ＥＴ４２ －

展
示

室

ホ
ー

ル
・

研
究

室

ＮＳ

配管シンボル 名称

ＴＨ （ＭＭＢ）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

（Ｅ２５）

ＭＶ３

（Ｅ２５）ＭＤ

（Ｅ２５）Ｗ

（Ｅ２５）ロールフィルター

（Ｅ３１）電気ヒーターＥ／Ｈ

配線

２ － ７Ｃ × １

２ － ３Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

２ － ３Ｃ × １

２ － ２Ｃ × １

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥ

ＥＭ－ＣＥＥＳ

ＥＭ－ＣＥＥ

ＥＭ－ＣＥＥ

２ － ２Ｃ × １ＥＭ－ＣＥＥ

５．５ － ４Ｃ × １ＥＭ－ＣＥ

名　称シンボル

２

動力盤

プルボックス

はつり補修箇所

露出配管

天井内配管

■ 凡例（平面図）

名　　称

撤去・更新範囲

シンボル

撤去

※新設自動制御盤までの配線・配管は撤去・更新とする。

ＥＴ４ （Ｅ２５）２ － ２Ｃ × １ＥＭ－ＣＥＥ

ACU

講堂系統

空調制御盤

Ｗ

ＭＤ

機械設備工事にて撤去
空調機本体

ＨＢＣ

SB-8

ＲＳ盤へ

第
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・
３

収
蔵

庫

講
堂

系
統

ＭＤ（ＯＡ）
ＭＶ３

１

１

機械設備工事にて撤去

ＲＳ盤へ

ＭＳ

ＥＭ－ＣＥＥ （Ｅ２５）２ － ２Ｃ × １ＨＢＣ
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※ＴＨは機器のみ撤去・更新
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ＥＭ－ＣＥＥＳ ３Ｃ × １２ －

図面名 図面番号 区分

縮尺 年月日

特記 工事名

機械

担当

管理番号

A1: A3:

株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

自動制御設備　１階平面図（撤去）

2022年  2月1HM-12-0UB-1

M-16

1/4001/200

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

　　　　　　　　　



株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

電気

A1: A3:1 1 2022年  3月

１階キープラン

記 号

凡　例

名　　称

電灯分電盤

露出丸型ボックス

ケーブル配線

天井扇

穴あけ補修

配管配線

配管配線

（注記）

EM-IE1.6×2　(E19)

EM-EEF1.6-2C　(天井内ころがし)

（１）図中特記なき配管配線は下記による。

（２）図中の点線部分は既設を示し、濃線部分は本工事を示す。
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（既設）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃ（既設ダクト内入線）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃ（Ｅ２５）

FE

1

（ＭＭＡ）

２４時間換気スイッチ（機械設備支給品）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃ（Ｅ２５）

既設予備回路二次側に火災停止用マグネット及びタイムスイッチを新設
既設予備回路に換気扇電源を接続

アウトレットボックス

適　　　用 備 　考

既設

新設

天井内ころがし

露出

機械設備工事

５０φ

新設

新設

新設

新設いんぺい

新設四角中浅

１階 平面図 （改修）　1/50

50 100

E-02動力設備　１階講堂　詳細図（改修）
大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

図面名 図面番号 区分特記 工事名担当

縮尺 年月日管理番号
1HM-12-0UB-1
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株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

電気

A1: A3:1 1 2022年  3月

AHU

（新設）

Ｍ

Ｍ

DS
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EV

EVﾎｰﾙ

電気室自家発電機室

倉庫

工具室

石工室
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展示品製作室

休憩室

UP
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宿直室

機械室
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回路番号

ユニット型空調機（ＳＡ）

ユニット型空調機（ＲＡ）（講堂系）

負荷記号

３相３線　２１０Ｖ　５．５kＷ　

３相３線　２１０Ｖ　３．７kＷ　

負荷名称 電気容量

機器リスト

（注記）

M28

M29

M28

M28ＥＭ－ＩＥ５．５゜×３ Ｅ２．０（Ｅ２５）

ＥＭ－ＩＥ５．５゜×３ Ｅ２．０（Ｆ２－２４ＷＰ）

M29ＥＭ－ＩＥ２．０×３ Ｅ２．０（Ｆ２－２４ＷＰ）

M29ＥＭ－ＩＥ２．０×３ Ｅ２．０（Ｅ２５）

M28

ＥＭ－ＩＥ２．０　×３ Ｅ２．０（Ｅ２５）

ＥＭ－ＩＥ５．５゜×３ Ｅ２．０（Ｅ２５）

M29

3

ＡＨＵ－３

倉庫

動力設備　Ｂ１階機械室　詳細図（改修）

100 200

E-03

（１）図中特記なき配管配線は下記による。
MM2

ＥＭ－ＩＥ２．０　×２ Ｅ２．０（レースウェイ４０×４５）

ＥＭ－ＩＥ２．０　×２ Ｅ２．０（Ｅ１９）

A ２００×２００×１００

（２）レースウェイは取外し再取付とする。

（３）図中特記なきプルボックス寸法は下記による。

MM2MM2MM2 ボックス内で配線接続

記 号

凡　例

適　　　用名　　称

動力制御盤 内機のみ改修

動力制御盤

配管配線 露出

配管配線 レースウェイ内配線

照明器具

プルボックス

Ｍ 電動機

プルボックス

プルボックスリスト参照

備 　考

既設

既設

新設

取外し再取付

レースウェイは取外し再取付

機械設備工事

既設

新設

金属ダクト（既設）

ＦＬ４０Ｗ×１

講堂空調動力盤　動力盤結線図参照

Ｂ１階機械室　詳細図 （改修）　1/100

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

図面名 図面番号 区分特記 工事名担当

縮尺 年月日管理番号
1HM-12-0UB-1



株式会社 ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所

大阪府知事登録（へ） 第14884号

電気

A1: A3: 2022年  3月

ＮＦＢ

ＮＦＢ

３φ３Ｗ　２１０Ｖ

Ａ

M

ＮＦＢ

ＣＴ×２

M

ＡＣＴ×２
１０Ａ１０／５Ａ

３Ｐ　４７Ａ

２３

３Ｐ２２５Ａ／２００ＡＴ

ユニット形空気調和機（送風機）

２９

ユニット形空気調和機（還風機）

２．２ｋＷ５．５ｋＷ

３Ｐ　２５Ａ

５２－２９５２－２８

３０Ａ３０／５Ａ

M

電気集塵器

ＮＦＢ
３Ｐ３０Ａ／２０ＡＴ

３４

ＮＦＢ
３Ｐ３０Ａ／２０ＡＴ

０．２４ｋＷ

ＮＦＢ
２Ｐ３０Ａ／２０ＡＴ

（注記）

（１）図中の薄線部分は既設を示し、濃線部分は取替個所を示す。

３φ３Ｗ　２１０Ｖ

Ａ

M

ＣＴ×２

M

ＡＣＴ×２

２３ ２９

５．５ｋＷ

５２－２９５２－２８

３０Ａ３０／５Ａ

ＭＣＣＢ

３．７ｋＷ

ユニット形空気調和機（給気） ユニット形空気調和機（還気）

ＡＨＵ－３

ＡＨＵ－３

ＭＣＣＢ
３Ｐ１００ＡＦ／７５ＡＴ
ＡＬ付

ＭＣＣＢ

ＡＬ付

ＭＣＣＢ
３Ｐ３０ＡＦ／２０ＡＴ ２Ｐ３０ＡＦ／２０ＡＴ

ＭＣＣＢ

ＡＨＵ－３

３Ｐ４００Ａ／３５０ＡＴ

３Ｐ１００ＡＦ／６０ＡＴ

２０Ａ２０／５Ａ

ＡＨＵ－３

講堂　動力盤結線図（改修後）

（注記）

（１）図中の薄線部分は既設を示し、濃線部分は取替個所を示す。

講堂　動力盤結線図（改修前）

NS NS

動力制御盤　結線図（改修前・改修後）
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図面名 図面番号 区分特記 工事名担当

縮尺 年月日管理番号

E-04

1HM-12-0UB-1

Ｆ
ＰＬ

M

電気集塵器

３５

０．２４ｋＷ
ユニット形空気調和機

３０

３７．０ｋＷ

ＮＦＢ
３Ｐ１００Ａ／７５ＡＴ

Ａ

４２ ６

ＣＴ×２
６０／５Ａ ６０Ａ

５２－２３

M

空調制御電源

Ｆ
ＰＬ

M

電気集塵器

３５

０．２４ｋＷ
ユニット形空気調和機

３０

３７．０ｋＷ

ＮＦＢ

Ａ

４２ ６

ＣＴ×２
６０／５Ａ ６０Ａ

５２－２３

M

空調制御電源

３Ｐ２２５ＡＦ／２００ＡＴ
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電気

A1: A3: 2022年  3月1 1100 200

DS

DS

EV

EVﾎｰﾙ

倉庫

電気室自家発電機室

倉庫

石工室

倉庫

展示品製作室

休憩室

UP
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宿直室

機械室

IHGFEDCBA

5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800
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5
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0
0

5
,8

0
0

5
,8

0
0
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9
5
,8

0
0

Ｍ

Ｍ
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（注記）

B1階 平面図 （撤去）　1:100

AHU
1

（撤去）

ＩＶ５．５゜×３ Ｅ２．０（Ｆ２－２４ＷＰ） M28

ＩＶ５．５゜×３ Ｅ２．０（Ｃ２５） M28

ＩＶ２．０×３ Ｅ２．０（Ｆ２－２４ＷＰ） M33

ＩＶ２．０×３ Ｅ２．０（Ｃ２５） M33

ＩＶ２．０×３ Ｅ２．０（Ｃ２５） M29

ＩＶ２．０×３ Ｅ２．０（Ｆ２－２４ＷＰ） M29

工具室

動力設備　Ｂ１階機械室　詳細図（撤去）

MM2MM2MM2

MM2
ＥＭ－ＩＥ２．０　×２ Ｅ２．０（レースウェイ４０×４５）

ＥＭ－ＩＥ２．０　×２ Ｅ２．０（Ｅ１９）

（１）図中特記なき配管配線は下記による。

（２）打込配管配線は配線のみ撤去とする。

（３）打込配管配線の立上り部分は撤去とする。

（４）レースウェイ及び照明器具は取外し再取付とする。

記 号

凡　例

適　　　用名　　称

動力制御盤 内器のみ撤去

手元開閉器盤 ＭＣＢ２Ｐ５０ＡＦ/２０ＡＴ×１

備 　考

動力盤結線図参照

撤去

制御盤 機械設備工事にて撤去

配管配線 床いんぺい 配線のみ撤去

配管配線 露出 撤去

照明器具 Ｈｆ３２Ｗ×１ 取外し再取付

配管配線 レースウェイ内配線 レースウェイは取外し再取付

プルボックス 既設

講堂空調動力盤　動力盤結線図参照

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事
E-05

図面名 図面番号 区分特記 工事名担当

縮尺 年月日管理番号
1HM-12-0UB-1



地下１階平面図

※ 電源及び制御ケーブルは既設再利用とする。　

防振接手、防振架台及び実線部配管共

材質 SUS製

口径 50mm×40mm(Φ)

水量

揚程

340L/min

54mH2O(530kPa)

電動機 3Φ200V 5.5kW×2 直入式 インバータ制御

非常電源 有

運転方法 並列自動交互

制御方法

型式

電極 速度 末端圧一定

監視・制御 中央監視盤監視・手元制御

防振 スプリング

附属品 圧力タンク、圧力計、フート弁、制御盤、その他標準附属品一式

雑用水給水自動給水装置取替
川本ポンプ社製　KFE50A5.5　同等品　

推定末端圧力一定型

受水槽室詳細図

雑用水給水自動給水装置　仕様

大阪市立自然史博物館講堂系統空気調和機更新その他工事

年度

令和４年度

大阪市博物館機構　事務局　施設管理課

設計

工事名称

EV
機械室

ﾋﾟｯﾄ
EV

発電機室

トレンチ

EV4

ドライエリア

ドライエリア

ドライエリア

（２）廊下

電気室

ドライエリア

ドライエリア

熱源機械室

受水槽室

工事場所

受水槽




